
福岡市総合体育館（仮称）整備運営事業

入札説明書等に関する第１回質問への回答

・ 福岡市総合体育館（仮称）整備運営事業入札説明書等について、平成27年4月3日までに寄せられた質問への回答を公
表します。

・ 質問は、原文のまま掲載していますが、明らかな誤字、脱字及び表記の誤りと判断された箇所については、一部修正
しています。

平成27年5月8日

福岡市



■入札説明書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字

1 個別の参加資格要件 6 Ⅱ 2 (2) ① ウ

実績要件はJVによるものでも可能でしょうか。 実施設計実績が共同企業体案件の場合は、当該業
務を主として担当している場合のみ実績として認めま
す。
主担当であることが、分かる資料を添付してくださ
い。

2 個別の参加資格要件 6 Ⅱ 2 (2) ② ウ

実績要件はJVによるものでも可能でしょうか。 工事監理実績が共同企業体案件の場合は、当該業
務を主として担当している場合のみ実績として認めま
す。
主担当であることが、分かる資料を添付してくださ
い。

3
自由提案事業に関する事前照
会への回答

10 Ⅴ 1 (2) - - - -

事前照会受付時に提出のない項目の提案は、可能
なのでしょうか。

事前照会受付時に提出のない項目の提案自体は可
能ですが、提案内容によっては当該提案を市が受け
入れない場合もあります。
なお、市では、事前照会の機会を改めて設けますの
で、その際にできる限りご照会いただきたいと考えて
おります。

4 ヒアリング等 12 Ⅳ 1 (11)

提案書に関するヒアリングを行う、とありますが、このヒ
アリングは事業者によるプレゼンテーションは想定さ
れているのでしょうか。

プレゼンテーションも想定しています。

5 入札予定価格 13 Ⅳ 3

予定価格（消費税抜）13,828,025千円は、利用料金
収入等を控除した金額との理解でよろしいでしょう
か。

ご理解のとおり、予定価格は、利用料金収入を控除
した金額です。

6 入札予定価格 13 Ⅳ 3

税込入札予定価格は、消費税率を8％で計算されて
いらっしゃいますか。

入札予定価格は消費税抜きで算定しております。な
お、割賦金利を除くサービス購入費に8%を乗じたも
のを消費税及び地方消費税相当額としております。

7 入札予定価格 13 Ⅳ 3
消費税及び地方消費税を加えた金額の算出はどの
ようにしていらっしゃいますでしょうか。

入札説明書に関する質問No.6の回答を参照してくだ
さい。

8 交付金について 16 Ⅵ 4 (1) ①

交付金については、何らかの理由で提案時に予定し
た交付金が減額・支払われない場合も、提案にて事
業者が提示した金額（サービス購入費A-１）が支払
われるとの理解でよろしいでしょうか。

サービス購入費A-1については、事業者の責に帰す
べき事由により、交付金が減額又は支払われない場
合を除き、事業契約書（案）別紙１「サービス購入費
の算出方法及び支払い方法」に定められた算出方
法に基づき、提案にて事業者が提示した金額を支払
います。

回　　　答NO タイトル
該当箇所

質　　　問
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■入札説明書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

9 基本的考え方 17 Ⅵ 8 (1)

本施設で行う事業に関して「事業所税」は掛からない
との理解で宜しいでしょうか。（貴市のＨＰに掲載のあ
る「公共性が高く都市機能上必要とされる施設」は非
課税扱いとされており、また仮に税負担が求められた
場合は、貴市に収める税金分を想定して入札価格に
上乗せする必要が生じるためです。）

事業所税の従業者割については，当該施設を含
め，市内の事業所等の従業者の合計数が100人超
の場合に課税されます。資産割については，本施設
では利用料金制を採用することとしているため，サー
ビス購入費と事業者の収入の割合によっては，指定
管理者に課税される場合があります。
　詳細は，事業者において財政局資産課税課へ確
認してください。

10
競争的対話の追加実施につい
て

- - - - - - - -

競争的対話の記録公表時(2015/1/30)において、入
札公告後の競争的対話の実施について御検討頂け
るとの回答でしたが、貴市にて検討実施中との理解
で宜しいでしょうか。

第2回質疑回答及び自由提案施設に関する2回目の
照会等書面にて対応いたします。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字

1 要求水準の変更 6 Ⅰ 9 (1)

要求水準の変更理由として、入札参加者の提案によ
る要求水準の変更は協議の対象としていただけます
でしょうか。

事業者の請求による要求水準の変更については、
事業契約書（案）第19条を参照してください。

2 施設整備方針 7 Ⅱ 1

「本施設の整備にあたっては、下記の4つの整備方
針のもと、「福岡らしさ」を含めた明確なコンセプトに
基づいて実施するものとする。」とありますが、貴市が
イメージされる「福岡らしさ」とはどのようなものか、具
体的にご教示ください。また事例として福岡らしさを
表現している施設が市内にありましたらご教示くださ
い。

「福岡らしさ」については、入札参加者において提案
してください。

3 敷地の概要 8 Ⅱ 2 (1)

当敷地は商業地域へと変更になりましたが、グリーン
ベルト含めた周辺の用途地域についても変更がある
でしょうか。

現時点ではグリーンベルトを含めた周辺の用途地域
の変更予定はありません。

4 地盤液状化リスク 8 Ⅱ 2 (2)

今回公表された【別紙４】（標準貫入試験結果）のみ
をもって、液状化リスクを判断するのは困難であると
思料されます。今後、追加資料として土質試験結果
等を公表される予定があるかどうか、ご教示くださ
い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、液状化の検
討時の水平加速度についてどの程度を想定すれば
宜しいか、ご教示ください。

室内土質試験結果を公表いたします。
希望される方に電子メールにて配布を行いますの
で、下記要領でメールを送信してください。
送信されたアドレス宛に返信いたします。
　
【件名】　地質調査結果の配布について
【本文】　1．会社名　2．担当者氏名　3．電話連絡先
【送付先】　new_gymnasium@city.fukuoka.lg.jp

5 土壌調査 8 Ⅱ 2 (3)

ヒ素については基準値を超えても問題ないとの評価
であるため土壌調査はしないとのことであるが、土対
法手続きに従い事前調査した結果、基準超えとなっ
た場合の措置及び、ヒ素以外の基準値が超えた場
合の措置を教示頂きたく。

事業契約書（案）第17条及び第18条に基づき、要求
水準書の変更を行うとともに、必要な費用は市が負
担します。

6 周辺インフラの状況 8 Ⅱ 2 (4)
下水道への接続ですが、敷地が大きいため、2か所
以上接続してもよろしいでしょうか。

下水道への接続等については、事業者において、
下水道局との事前協議を行ってください。

7 周辺インフラの状況 8 Ⅱ 2 (4)

雨水の流出について、流出抑制等対策が必要でしょ
うか。またその場合、時間当たりの流出流量など具体
的な目標値があるでしょうか。

雨水の流出抑制等対策については、関係法令、福
岡市雨水流出抑制指針等に基づいて計画してくださ
い。

8 施設構成の概要 9 Ⅱ 3 (1)

欄外に表中の面積は不動産登記法に基づく面積と
ありますが、なぜ不動産登記法に基づく面積としたの
か、理由をお教えください。落札後の協議によって若
干の図面の修正はあり得ると思われ、登記上の面積
も変わる事が予想されます。

要求している床面積を基準法上の床面積とすると機
能があるピロティ等床面積に算入される為、不動産
登記法に基づく面積で21,000㎡以上を要求していま
す。

回　　　答NO タイトル
該当箇所

質　　　問
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

9 面積について 9 Ⅱ 3 (1)

※表中の面積は、不動産登記法(平成16年法律123
号）に基づく面積。とありますが、表内のすべての面
積が不動産登記法に基づく面積ということでよろしい
でしょうか。また、Ｐ.14　4(2)③に諸室の面積が示さ
れていますが、建築基準法上の面積でしょうか、それ
とも、不動産登記法上の面積でしょうか。

「21,000㎡以上」が不動産登記上の面積です。
P14、4（2）③の面積は建築基準法上の面積です。

10 不動産登記法 9 Ⅱ 3 (1)

「表中の面積は、不動産登記法に基づく面積」とあり
ますが、本施設の引渡し後、市は建物の表示登記及
び保存登記を行う予定があるのでしょうか。登記を行
う場合、登記に係る費用については、市で負担する
ものと考えてよろしいでしょうか。

建物の表示登記及び保存登記を行う場合は、市に
おいて行い、登記に係る費用は市が負担します。

11 面積算定 9 Ⅱ 3 (1)

表中の面積は不動産登記法によるとありますが、ピロ
ティ、ポーチ等の算定基準が曖昧です。建築基準法
に基づく床面積に置き換えてよいでしょうか。

不動産登記法に基づく面積算定とします。業務要求
水準に関する質問No.8の回答もご参照ください。

12 面積算定 9 Ⅱ 3 (1)

必要諸室、室面積を確保した上で、プラン・動線の
工夫等により、要求水準を満たせば共用部を含む面
積21,000㎡（弓道場+駐車場除く）を多少下回ること
は可能か？

「21,000㎡以上」は要求水準ですので、これを下回る
提案は不可とします。

13
「アイランドシティ
環境配慮指針」の
対象種別について

10 Ⅱ 4 (1) ② ア - -

「アイランド環境配慮指針」における本施設は、公共
建築物の業務施設（商業施設でなく）に該当すると
考えて宜しいでしょうか。

本施設は、「アイランドシティ環境配慮指針」第2部3
（4）の公共建築物整備に該当します。

14 風荷重、積雪荷重 11 Ⅱ 4 (1) ③ ｳ
風荷重や積雪荷重に関して、粗度区分や垂直積雪
量などの指定があるか、ご教示ください。

建築基準法等の関係法令に基づいて計画してくださ
い。

15 利便性 11 Ⅱ 4 (1) ⑤ ア

土足禁止エリアとすべき場所を具体的にお示し下さ
い。

土足禁止エリアとすべき場所は、特に指定しません。
管理面と利用者の利便性等を考慮して、事業者にお
いて提案してください。

16 利便性 12 Ⅱ 4 (1) ⑤

サイン計画の詳細については事業者選定後の協議
とありますが、提案内容以上の過度な追加要請はな
いとの理解で宜しいでしょうか。

ユニバーサルデザインに配慮した利用しやすいサイ
ン計画を提案いただければ、事業者決定後の詳細
協議において過度の追加要請をすることは想定して
いません。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

17
ユニバーサルデザイン・バリアフ
リー

12 Ⅱ 4 (1) ⑤ イ

ユニバーサルデザインに求める言語対応として、
何ヶ国語を考慮すべきかお示し下さい。

主要なサインは４ヶ国語（日本語・英語・中国語・韓
国語）、その他のサイン、掲示物については原則２ヶ
国語（日本語・英語）対応とし、できる限り多言語化し
てください。

「外国人への情報提供の手引き」も参照してくださ
い。
【掲載場所アドレス】
http://www.city.fukuoka.lg.jp/soki/kokusai/shisei/
002.html

18 全体配置 13 Ⅱ 4 (2) ① ア

グリーンベルトと本施設の間に駐車場を設置すること
は要求水準未達となるのでしょうか。

原則、グリーンベルトと本施設との間に駐車場を設置
することは認められませんが、建物配置上やむを得
ない場合は、グリーンベルトとの空間的連続性に配
慮した計画としてください。

19 意匠計画 13 Ⅱ 4 (2) ②

「グリーンベルトに表を向いたファサードの形成」とあ
りますが、グリーンベルト側にメインエントランスを設
置することが求められているのでしょうか。

グリーンベルト側にメインエントランスを設ける必要は
ありません。メインエントランスの場所は、提案により
ます。

20
車両出入口の
設置

13 Ⅱ 4 (2) ① イ

車両出入口について位置の指定がありますが、安全
性・利便性を確保した適切な配置が可能な場合は、
これによらない位置の提案を行って宜しいでしょう
か。

車両出入口については、関係機関との事前協議を
踏まえて記載しておりますので、位置の変更は原則
不可とします。
また、自由提案施設の専用駐車場を設ける場合も専
用の車両出入口の設置は認められませんので、業
務要求水準書Ⅱ４(2)①イに基づいて設置する車両
出入口を利用した計画としてください。

21
意匠計画
グリーンベルト内の
園路について

14 Ⅱ 4 (2) ②

「グリーンベルトに表を向いたファサードの形成など」
とありますが、『参考資料1　グリーンベルトの整備イ
メージ』にはグリーンベルトから本施設への園路が見
られません。
グリーンベルト計画案との調整を前提に、計画地境
界線付近におけるグリーンベルト側の計画提案を
行っても宜しいでしょうか。

グリーンベルトから本施設への園路については、事
業者決定後に事業者の提案を踏まえて検討すること
としています。
なお、事業者がグリーンベルト側の計画提案を行うこ
とは妨げません。

22 アリーナ 14 Ⅱ 4 (2) ③ ア

対話結果の記録Ｎo.42によると、アリーナにおいて
も、武道（柔道・空手）の利用を想定しているとのこと
ですが、球技と武道の併用は床の仕様を考慮する場
合、問題が生じます。（球技と武道に求められる床の
硬度が違うため）よって、具体的な仕様を明示頂きた
く存じます。

柔道、空手は原則、武道場で行いますが、大きな大
会や、同時に二つの会場が必要な場合の利用を想
定しています。
床の仕様については、業務要求水準書別紙８「必要
諸室及び仕様」のとおりです。

23 メインアリーナ 14 Ⅱ 4 (2) ③ ア (ｱ)
可動観客席の収納方法は、壁式収納タイプか移動
式タイプか指定はございますか。

壁収納（電動式）タイプです。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

24 メインアリーナ 14 Ⅱ 4 (2) ③ ア (ｱ)

１階可動観客席と２階観客席との接続について、相
互に行き交う事が出来る様設える必要はございます
か。

利用者の利便性に配慮した提案をお願いします。

25
メインアリーナの公式
競技内容について

14 Ⅱ 4 (2) ③ ア (ア) -

メインアリーナにおける、想定している公式競技は
「必要諸室及び仕様」に示す、バスケットボール・バ
レーボール・バトミントン・ハンドボール・フットサルの
みと考えて宜しいでしょうか。

一般的に体育館で実施される競技については全て
想定しています。

26 サブアリーナ 14 Ⅱ 4 (2) ③ ア (イ）

サブアリーナの要求室には選手控室がございません
が、メインアリーナの選手控室と兼ねる、または研修・
会議室を使用するという想定でよろしいでしょうか。

サブアリーナにも選手控室の整備を計画していま
す。業務要求水準書別紙８「必要諸室及び仕様」を
参照してください。

27
サブアリーナの公式
競技内容について

14 Ⅱ 4 (2) ③ ア (イ) -

サブアリーナにおける、想定している公式競技は「必
要諸室及び仕様」に示す、バスケットボール・バレー
ボール・バトミントン・ハンドボール・フットサルのみと
考えて宜しいでしょうか。

業務要求水準書に関する質問No.25の回答をご参
照ください。

28 弓道場 15 Ⅱ 4 (2) ③ ウ
近的射場との事ですが、洋弓の仕様は無いとの理解
で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

29 弓道場 15 Ⅱ 4 (2) ③ ウ

前回質疑において、弓道場を屋内とすることも可と回
答を頂きましたが、屋内とした場合でも「南向きに射
る」という要求事項に対応する必要があるでしょうか。

屋内に整備する場合は、「南向きに射る」という要件
を満たす必要はありません。
屋外に整備する場合は、必ず遵守してください。

30 健康体力相談室、体力測定室 15 Ⅱ 4 (2) ③ エ (ィ)
健康体力相談室の設えとして必要な条件（面積等）
をお示し下さい。

本業務要求水準書別紙８「必要諸室及び仕様」を参
照してください。

31 研修・会議室 16 Ⅱ 4 (2) ③ オ (ｱ)
研修・会議室の有効利用として、多目的室同等の利
用は想定されていらっしゃいますか。

施設の有効利用の観点から、研修や会議以外での
利用も想定しております。

32 受変電設備 16 Ⅱ 4 (3) ① エ
将来計画は事業者として不明なため、増設・更新ス
ペースについての具体的面積を教示頂きたく。

事業者の経験等に基づく提案を期待します。

33 防犯管理設備 17 Ⅱ 4 (3) ① セ

防犯カメラの記録容量として、最低限必要なレベル
（○時間とか○ギガバイト等）をお示し下さい。

防犯カメラの録画装置は次のとおりとします。
①録画速度：3コマ/秒以上
②録画日数：7日間以上

34
駐車場管理と
管制装置

18 Ⅱ 4 (3) ① ツ

駐車場管制設備設置において、駐車場専門業者と
ｼﾞｮｲﾝﾄし、体育館利用者の駐車場と専門業者による
一般利用駐車場との併用（専門業者の看板露出）は
可能でしょうか。

不可とします。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

35 太陽光発電設備 18 Ⅱ 4 (3) ① ト

非常時に太陽光発電で施設を利用可能としなけれ
ばならない想定時間をお示し下さい。因みに、対話
結果の記録Ｎo.22には、「一時避難所としての特別
な設備や食料等の備蓄などは要求しない。」されて
おり、本文における非常時（災害や停電など）の定義
に一時避難所として利用する場合が含まれるのか否
かが曖昧かと思料致します。

災害時や停電時などの非常時に、太陽光発電による
電力を、本施設において市が無償で使用できるよう
にしてください。（自立運転機能付、非常用コンセント
の設置）
一時避難所として利用する特別な設備としての要求
ではありません。

36 駐車場計画 19 Ⅱ 4 (4) ①

駐車マス及び車路幅員等の各種寸法については
「福岡市建築物における駐車施設の附置等に関す
る条例」に即した計画を行うことでよいでしょうか。

ご理解のとおりです。

37 駐車場計画 19 Ⅱ 4 (4) ①

駐車台数について、「普通自動車用として500台以
上」とありますが、車室のサイズについて指定がある
でしょうか。商業地域に変更になったので、市の附置
義務条例に該当すると思われます。附置義務条例の
基準を満足すれば良いでしょうか。

ご理解のとおりです。

38 駐車場計画 19 Ⅱ 4 (4) ①

駐車台数について、「普通自動車用として500台以
上」とありますが、福祉のまちづくり条例上の障がい
者用駐車場を含んで500台以上と考えて良いでしょう
か。

ご理解のとおりです。

39 駐輪場計画 20 Ⅱ 4 (4) ①

原付、自動2輪及び自転車の各種寸法、駐輪ラック
の利用等については「福岡市自転車等駐車場の附
置及び建設奨励に関する条例」に即した計画を行う
ことでよいでしょうか。

ご理解のとおりです。添付資料１「福岡市自転車等
駐車場の附置及び建設奨励に関する条例」に記載
の技術基準も合わせて参照してください。

40 敷地周辺緑化 20 Ⅱ 4 (4)  ⑥⑦

2015年1月30日『対話結果の記録』No.26において
「接道部緑地空間の中に歩行者用通路を設けること
は可」とありますが、これは有効と考えて宜しいでしょ
うか。
また、歩行者用通路を除く緑地空間の合計が３ｍと
の理解で宜しいでしょうか。

接道部緑地空間の中に歩行者用通路を設けること
は可能です。その場合は、歩行者用通路を含めて3
ｍあれば要求水準を満たします。ただし、交付金相
当額の算定対象となるのは緑化部分のみです。

41 まちかど広場 21 Ⅱ 4 (4) ⑧

まちかど広場について、アイランドシティデザインガイ
ドラインでは交差点を中心とした円で表現されていま
す。例えば指定の位置にもっと大きな広場を設ける
場合でも、指定の95㎡の部分については円状に計
画する必要があるでしょうか。
また、敷地周辺の歩行者用通路については、まちか
ど広場内を通過するように計画すればよいでしょう
か。位置関係について御教示ください。

円状である必要はありません。
また、歩行者用通路をまちかど広場内を通過させる
かどうかは提案とします。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

42 まちかど広場 21 Ⅱ 5 (1) ⑧

「歩道と一体となった「まちかど広場」を設けること」と
ありますが、「歩道と一体となった」とは、どのようなこ
とを期待されているのか、具体的にご提示頂けます
でしょうか。

街角において、人々が集い、憩えるオープンスペー
スとして、歩道と空間的に一体となるように整備してく
ださい。
アイランドシティ内にすでに整備されているまちかど
広場の写真（添付資料２）もご参照ください。

43 備品の設置 30 Ⅱ 5 (3) ① ウ （ウ）

市の持ち込み備品のリストをご提示ください。 現時点において、市の持ち込み備品の計画はありま
せん。
今後想定されるものとして、体育備品等の寄附による
受け入れがございますが、その場合は、事前に事業
者と協議を行います。

44 備品の設置 30 Ⅱ 5 (3) ① ウ (ｳ)

市の持込備品に対するサービス購入費の支払有無
の欄は「あり」となっておりますが、サービス購入費の
具体的な内訳について、ご提示頂けますでしょうか。

サービス購入費C-2（維持管理業務費）に含まれる
「備品等保守管理業務に要する費用」です。業務要
求水準書に関する質問No.43の回答も併せて参照し
てください。

45 什器備品について 30 Ⅱ 5 (3) ① ウ (ウ）

要求施設の什器備品（購入）について、サービス購
入費の支払有無に「あり」とありますが、具体的にどの
サービス購入費の区分で支払われるのかご教示くだ
さい。

初期整備分の購入費は、サービス購入費A-2（割賦
元本）、保守管理業務に要する費用（更新費用を含
む）は、サービス購入費C-2（維持管理業務費）によ
り支払われます。

46 什器備品について 30 Ⅱ 5 (3) ① ウ (ウ）

要求施設の什器備品（リース契約）について、サービ
ス購入費の支払有無に「あり」とありますが、具体的
にどのサービス購入費の区分で支払われるのかご教
示ください。

当該什器備品のリース料及び保守管理業務に要す
る費用（更新費用を含む）は、サービス購入費C-2
（維持管理業務費）により支払われます。

47 備品の設置 30 Ⅱ 4 (3) ① ウ (ゥ)

市が所有者となる什器備品の更新の主体が事業者
となっていますが、特に市の持込備品の更新の要否
判断は市が行うと思われる事から実態にそぐわない
懸念があります。要求水準書（案）に関する回答Ｎ
o.43にて持込を予定している備品はないとの事です
が、無いのであれば削除を、持込む可能性が少なか
らずあるのであれば、保守のみとして頂きたく存じま
す。

市の持ち込み備品については、事業者の業務範囲
は保守のみとし、更新については市が判断・実施し
ます。
業務要求水準書を修正します。

48 備品の設置 30 Ⅱ 4 (3) ① ウ (ゥ)

要求水準書（案）に関する回答Ｎo.43にて持込を予
定している備品はないとの事ですが、万一、持込み
備品があった場合、それらを格納する場所が無いこ
とをもって要求水準違反とされない旨を予め担保願
います。

業務要求水準に関する質問No.43の回答をご参照く
ださい。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

49 備品の設置 30 Ⅱ 4 (3) ① ウ (ゥ)

要求水準書（案）に関する回答Ｎo.43にて持込を予
定している備品はないとの事ですが、関連する体育
協会等が既存施設で保有している備品等の保管を
依頼される可能性がよくありますが、そのような事が
無い旨を予め担保願います。

本施設において、市が保有する備品以外を保管す
るよう指示することはありません。
業務要求水準書に関する質問No.43の回答もご参照
ください。

50 市の持込備品リスト 30 ｂ 5 (3) ① ウ (ｳ) -

市の持込備品に対するサービス購入費の支払有無
に関して「あり」と記載がありますが、貴市の持込備品
リストを照会頂けないでしょうか。

業務要求水準書に関する質問No.43の回答を参照し
てください。

51 提出時期 31 Ⅲ 1 (2) ①

開業準備業務計画の提出時期が基本設計着手前
（即ち、事業契約締結直後）となっており、現実的で
は無いと思料します。再考頂きたく存じます。

開業準備計画の提出時期は、開業準備業務（予約
システムの整備検討を含む）の着手前に修正しま
す。

52 業務報告書の作成・提出 31 Ⅲ 1 (3)

「年度総括表」は、「年度総括報」の記載誤りでしょう
か。（事業契約書（案）第43条及び第60条の記載と齟
齬があります。）

ご理解のとおりです。修正します。

53
開設準備業務に関する要求水
準

32 Ⅲ 2 (2) ① イ

利用受付業務を供用開始前に実施する場合の利用
料金の取り扱いについてご教示ください。具体的に
は供用開始以降でなければ収受できない・収受はで
きるが預り金として計上する・収受したタイミングで事
業者の収入となるの3通りが考えられるかと存じます。

供用開始前に利用受付を行う場合も、利用料金の収
受は、供用開始日以後（指定管理期間）に行っても
らう必要があります。
具体的な収受の時期等については、事業者決定後
に協議を行います。

54 予約システム整備業務 32 Ⅲ 2 (1)

予約ｼｽﾃﾑ整備業務において、福岡市公共施設予
約システムとの相互リンクは本事業施設のみですか、
他の市施設も含みますか。

本施設の予約システムホームページと福岡市公共施
設案内・予約システムホームページの相互リンクで足
ります。

55 開館時間 35 Ⅳ 1 (4) ②

各諸室の利用時間を午前7時からとした場合、開館
時間も午前7時にできるとの理解でよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

56 閉館時間 35 Ⅳ 1 (4) ②

閉館時間の定義ですが、基本的には最終利用者の
退出時間との理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
利用時間を考慮して、開館時間を延長して設定する
ことは可能です。

57 業務を担当する従事者の配置 36 Ⅳ 1 (6) - - - -

統括責任者と各業務統括責任者の兼務は可能と考
えて宜しいでしょうか。

要求水準を満たす限りにおいて、館長と各業務責任
者の兼務は可能です。
ただし、各業務責任者間の兼務は不可とします。
事業契約書（案）第7条を参照してください。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

58
運営・維持管理業務に関する
要求水準

37 Ⅳ 1 (8) ②

「会員制の導入、入会金徴収不可」について、①施
設利用料金に月額利用制（月額利用料金を支払うこ
とで当該月は自由に個人利用ができる）、並びに、回
数券利用制を導入することの可否をご教示ください。
また、②月額利用制に関し、「利用者を登録制」とし、
「登録に必要な手数料（実費）を徴収する」ことの可
否をご教示ください。

①については可能です。
②登録に必要な手数料（実費相当）の徴収は可とし
ます。

59 利用料金 37 Ⅳ 1 (8) ②

会員制導入による入会金徴収は不可とありますが、
入会金徴収は行わない定期利券の導入は可能で
しょうか。

業務要求水準書に関する質問No．58の回答をご参
照ください。

60 運営業務について 39 Ⅳ 2 (1) ① ア

本文中に「総括責任者」とありますが、これは「統括
責任者」の誤記との理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
なお、要求水準書において、運営・維持管理業務の
統括責任者を館長に修正します。
事業契約書（案）に関する質問No.7の回答も参照し
てください。

61
災害発生時の
対応について

40 Ⅳ 2 (1) ④ イ - -

本施設は「避難所」に該当するのでしょうか。
該当する場合、本施設に必要となる設備以外に、特
別整備する設備はないと考えて宜しいでしょうか。

本施設は一時避難所に指定される予定ですが、避
難所として特別な設備を整備する必要はありませ
ん。

62 市主催事業への協力 40 Ⅳ 2 (6) ⑤ イ - -

「市の特別な事情（災害時の避難所への解説や選挙
の投開票所等）により施設を利用する必要が生じた
場合には、協力すること」とありますが、避難時を想
定した備蓄倉庫機能も必要となりますでしょうか。

備蓄倉庫機能は不要です。

63 電子マネー対応 41 Ⅳ 2 (2) ① ア

「福岡市交通局発行のICカード（はやかけん）を利用
した電子マネーには必ず対応すること。その他の電
子マネーへの対応については、事業者の提案とす
る。」とありますが、電子マネー決済の場合の利用料
金の設定については、現金決済の場合と変更するこ
とは可能でしょうか。

不可とします。

64 電子マネー対応 41 Ⅳ 2 (2) ① ア

電子マネー決済やクレジット決済など、外部の決済
システムを利用することにより、事業者に手数料負担
が生じる場合（利用料金から、決済手数料が差し引
かれて事業者の口座に振り込まれる場合等）、利用
料金から決済手数料を差し引いた金額を「利用者か
らの料金収入」と考えてよろしいでしょうか。

決済手数料を差し引かれる前の金額が利用料金収
入額となります。

65 優先予約の優先順位 42 Ⅳ 2 (2) ② イ - -

施設の優先予約項目(ｱ)～(ｶ)の項目は、記載順に
優先度が高いとの理解で宜しいでしょうか。

記載の順番は優先度の順ではありません。
事前予約の調整は市全体で行います。業務要求水
準書別紙12「予約受付の方法」もご参照ください。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

66 利用料金の徴収 42 Ⅳ 2 (2) ③ ア

「利用者が、事前に本施設に来館することなく、利用
料金が支払える方法を採用するなど、利用者の利便
性に配慮すること」とありますが、来館し利用料金を
支払う場合と、来館することなく、支払える方法の場
合とで、利用料金の設定について、変更することは
可能でしょうか。

不可とします。

67 スポーツ教室事業 42 Ⅳ 2 (3) ②

「原則として1日に1教室以上を実施すること。なお実
施にあたっては専有利用にも配慮する事。」とありま
すが、要求水準書別紙12の「予約受付の方法」に記
載されている1～5を優先して予約決定した後であれ
ば、事業者の裁量でより多くの教室を実施してもよろ
しいのでしょうか。アイランドシティに新設する体育館
であるため、特に平日昼間の一般専有利用の需要
が想定が難しい状況にあり、教室の積極的な実施に
より本施設の稼働率を向上させたいと考えています。
一般の専有利用枠と教室枠の時間割のバランスに
ついて、市側のお考えがあれば、具体的にご教示く
ださい。また福岡市スポーツ協会が平日に優先予約
で枠を確保して恒常的に教室を開催する可能性は
あるのでしょうか。

一般の専用利用枠とスポーツ教室事業枠のバランス
については特に指定はしませんので、事業者にて提
案してください。
なお、施設の稼働率の向上及び市民のスポーツ機
会の充実のため、積極的に教室事業を実施していた
だきたいと考えております。
また、スポーツ協会が本施設で恒常的に教室事業を
実施する予定はございません。

68
広報情報発信
業務

43 Ⅳ 2 (4)

広報情報発信業務で、要求水準の専有貸しや教室
の案内と併せて自由提案事業の教室やイベント等の
案内を行うことは問題無いとの理解でよろしいでしょ
うか。利用者の立場で考えると、自由提案事業だけ
分けて案内すると判りにくくなるかと懸念します。

広報・情報発信業務において自由提案事業の教室
やイベント等の案内を行うことは差支えありません。

69
運営・維持管理業務に関する
要求水準

44 Ⅳ 2 (5) ③

「大会・イベント開催時の駐車場の専用利用」につい
て、その際の駐車場利用料金設定の考え方をご教
示ください。

大会・イベント開催時の駐車場の専用利用の場合
は、普通自動車1台あたり1日500円×専用利用台
数、バス１台1日あたり1,000円×専用利用台数としま
す。

70
スポーツ用品の
貸出

44 Ⅳ 2 (6)

スポーツ用品の販売・貸出に係る人件費について
は、当該収入による独立採算での負担となるのでしょ
うか。特に貸し出しについては採算割れが懸念され
ますが、サービス対価の補てんは認められないので
しょうか。

市が実施を要求している「スポーツ用品の販売・貸出
業務」及び「自動販売機運営業務」にかかる人件費
については、サービス購入費の対象となります。
なお、人件費を除いたその他の経費については、独
立採算で行ってください。

71
スポーツ用品の販売・貸出業務
について

44 Ⅳ 2 (6)

スポーツ用品の貸出については、独立採算事業とな
るため、有償（無償で行うことは出来ない）との理解で
よろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

72 自由提案事業 45 Ⅳ 2 (8)

自由提案事業の教室については会員制の導入は可
と考えてよろしいでしょうか。

自由提案事業の教室についての会員制の導入は可
能ですが、いわゆるビジターでの参加も可能となるよ
う、配慮願います。

73 自由提案事業 46 Ⅳ 2 (8)

事業者（SPC・構成員・協力企業）が自由提案事業と
しての教室やイベントを本施設内のアリーナや多目
的室で行う場合、専有利用の利用料金や、行政財
産の貸付料や使用料の支払いは必要なのでしょう
か。

専用利用の利用料金の支払いが必要となります。

74 行政財産の貸付料 47 Ⅳ 2 (8) ③ ア - -

行政財産の貸付料（月額）につきましては、1ヶ月の
売上高があった場合のみ一定割合の貸付料を貴市
にお支払するという理解で宜しいでしょうか。

原則はご理解のとおりですが、次の場合は記載の方
法により算定した貸付料となります。
①事業契約書（案）第73条第1項に基づき、定期借
地権設定契約を締結して自由提案施設を整備する
場合における当該施設の建設期間中の貸付料（年
額）
公有財産規則に基づき算定した額。（算定式：
119,000円×貸付面積（㎡）×3/100）
②自由提案施設が運営休止等により売上が無い場
合の貸付料（月額）
過去1年間の売上を12で除した額（運営期間が1年
に満たない場合はその期間の売上を当該期間の月
数で除した額）に事業者が提案時に提示した割合を
乗じた額

75 ネーミングライツについて 48 Ⅳ 2 (8) ⑧

入札時にネーミングライツを提案する場合、具体的な
条件（スポンサー企業名、ネーミング、期間、金額等）
が確定されていなくても良いとの理解でよろしいで
しょうか。

具体的な条件が確定されたものを入札時にご提案く
ださい。

76 ネーミングライツについて 48 Ⅳ 2 (8) ⑧

①入札時に事業者にて提案したネーミングが、落札
後に市から変更の要請が出ることはありますか。②そ
の場合、どのような名称が変更の要請の対象になる
のか、ご教示ください。

公序良俗に反する名称、風営法と密接に関係する
団体名、商品名、青少年の健全育成に悪影響をもた
らす可能性のある団体名、名称等は変更要請の対
象となります。

77 ネーミングライツについて 48 Ⅳ 2 (8) ⑧

「事業者決定後、事業者は名称等について市と詳細
協議を行うこと。」とありますが、本協議において、事
業者が予定していた名称の変更について議題となる
事があるとの事でしょうか。また仮にネーミングライツ
による収入を提案の収入金額に見込んでおり、市か
ら当該ネーミングライツライツについて不可とのご指
示があった場合もサービス対価の見直しはないので
しょうか。

市の事情により、提案したネーミングライツが採用さ
れなかった場合や、ネーミングライツを取りやめた場
合は、必要なサービス対価の見直しを行います。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

78
ネーミングライツ
について

48 Ⅳ 2 (8) ⑧

ネーミングライツの対価は年３００万円、5年以上が下
限と考えてよろしいですか。その際福岡市から残り期
間において第三者の設定はありますか。

金額・期間については、ご理解のとおりです。また、
残りの期間において事業者側から提案がない場合
には市において別途公募することがあります。

79 緊急修繕業務 50 Ⅳ 3 (3)

緊急修繕業務は事業者側でリスクを縮減することが
困難であり、発生頻度や破損の程度が予測できませ
ん。緊急修繕に要した費用はサービス購入料とは別
に都度市が支払うものと考えてよろしいでしょうか。

事業契約書（案）第101条のとおりです。

80 緊急修繕業務負担 50 Ⅳ 3 (3) ① イ (ｵ) -

利用者・不審者の故意・過失で生じた破損に関し
て、必要に応じて緊急修繕業務を行うこととあります
が、明らかに事業者の帰責でなく原因を特定出来な
いような破損に関しての修繕費用の負担は貴市にて
負担いただけるという理解でよろしいでしょうか。

事業契約書（案）第101条のとおりです。

81 内壁、外壁（柱を含む。） 51 Ⅳ 3 (3) ① ウ (ｱ)

物理的劣化（経年劣化）との区別が曖昧であるため、
内壁・外壁の変色の有無に関する判断基準をお示し
下さい。

その部位が全体的に変色をおこしている場合は、経
年劣化の場合が多いと考えられますが、部分的に変
色がある場合は要求レベルのものであると想定され
ます。判断に迷う場合は適宜協議とします。

82 天井 51 Ⅳ 3 (3) ① ウ (ェ)

物理的劣化（経年劣化）との区別が曖昧であるため、
天井の変色の有無に関する判断基準をお示し下さ
い。

その部位が全体的に変色をおこしている場合は、経
年劣化の場合が多いと考えられますが、部分的に変
色がある場合は要求レベルのものであると想定され
ます。判断に迷う場合は適宜協議とします。

83
建具（扉・窓・窓枠・シャッター・
可動間仕切等）

51 Ⅳ 3 (3) ① ウ (ォ)

物理的劣化（経年劣化）との区別が曖昧であるため、
建具の変色の有無に関する判断基準をお示し下さ
い。

その部位が全体的に変色をおこしている場合は、経
年劣化の場合が多いと考えられますが、部分的に変
色がある場合は要求レベルのものであると想定され
ます。判断に迷う場合は適宜協議とします。

84 長期修繕計画策定業務 58 Ⅳ 3 (3) ⑩ - - -

大規模修繕の費用負担は、全て貴市との理解でよろ
しいでしょうか。

事業期間終了後の大規模修繕の費用負担について
はご理解のとおりです。
なお、事業期間内において生じる修繕は規模の大
小にかかわらず、事業者の業務範囲となります。

85 事業者に関する事項 59 Ⅴ 1 (1) ⑤

「株式の譲渡制限を規定すること」とされる一方で、
⑧で「市の事前の書面による承諾がある場合」は譲
渡可能とありますが、定款にどのように記載されてい
れば問題ございませんでしょうか。具体的にお示し下
さい。

選定事業者の発行する株式が会社法第2条第17号
に規定する譲渡制限株式となるような規定を定款に
おいて定めてください。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

86 事業者に関する事項 59 Ⅴ 1 (1) ⑨

「株式の譲渡、担保権の設定その他一切の処分を行
わないこと」とありますが、金融機関から融資を受ける
際には、ＳＰＣの株式を始め、事業契約・各種プロ
ジェクト関連契約の全てに金融機関による担保権の
設定が行われるのが一般的です。事業契約書（案）
第14条第2項の記載とも関係しますが、金融機関に
よる担保権の設定は融資契約締結の根幹になります
故、この件については必ず市の承諾を得られるとの
理解で宜しいでしょうか。

事業契約第113条第1項の協議が調ったときは、承諾
します。

87 定款の写し 60 Ⅴ 2 (1)

ＳＰＣの定款の写しを事業契約締結後７日以内に提
出とのことですが、定款（案）として頂けませんでしょう
か。定款認証に掛かる日数は、法務局の処理状況
にもよるため、７日以内を確約することは難しいと思
料致しますので、１４日以内として頂けませんでしょう
か。

原案のとおりとします。事業契約の仮契約締結には
SPCの設立が必要です。

88 計算書類等 61 Ⅴ 2 (7) ②

上半期の決算時には監査業務は行われない事等を
鑑み、上半期に係る計算書類に関しては、会社法第
435条第2項に定める計算書類のうち、「貸借対照
表・損益計算書・株主資本等変動計算書」のみとし
て頂きたく存じます。

原案のとおりとします。

89
上半期に係る計算書類の提出に
ついて 61 V 2 (7) ② - - -

「上記①アに準じるものとする」とありますが、会計監
査は通常年１回となっておりますので上半期の計算
書類については未監査のものを提出する事になるか
と思いますがその認識で宜しかったでしょうか？

ご理解のとおりです。

90 諸室仕様（荷重） 別紙　　8

【別紙８】に関し、各諸室の積載荷重（床耐荷重）の
指定はあるか、ご教示ください。

適宜、必要と考えられる積載荷重を設定し提案してく
ださい。

91 諸室仕様（荷重） 別紙　　8

【別紙８】のアリーナや武道場の欄に「床下地：集中
荷重2ｔ」とありますが、設定条件（荷重範囲、荷重が
かかる間隔など）についてご教示ください。

アリーナについては競技面、武道場については可動
畳の走行する範囲です。

92 諸室仕様（器具庫） 別紙　　8

「直接メインあるいはサブアリーナへ出せること」とあり
ますが、器具収納レイアウト検討によっては観客動線
でない廊下を経由することは可能ですか？

出来る限り直接出せるように計画してください。ただ
し、運用上支障がない場合は廊下を経由する提案も
認めます。

93 諸室仕様（器具庫） 別紙　　8

「天井高は3m以上」とありますが、器具収納レイアウト
検討によっては部分的に3m以下の部分があってもよ
いでしょうか？

将来、収納備品が変わっていくことも考えられるの
で、フレキシブルな空間とするために3ｍ以上と設定
していますが部分的に3ｍ以下になることは認めま
す。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

94
別紙8
　搬入ヤード

プラットホーム形式とするとありますが、段差の高さに
ついて指定があれば教えてください。
また、リフターを設置するとありますが、サイズ、台数
等指定があれば御教示ください。

段差は1ｍとします。リフターについては、ご提案くだ
さい。

95
別紙8
　武道場

武道場の天井高さについて6.0ｍ以上とありますが、
数値の設定理由等あれば御教示ください。また、建
物規模に及ぼす影響が大きいため、当該天井高さを
下げて頂くような対話は今後可能か、ご教示くださ
い。

なぎなたでの利用及び武道場の面積を考慮し6.0ｍ
以上としておりますので、原案のとおりとします。

96
別紙８　　　　　　　　　　　　　必要
諸室及び仕様

1

「面積」の欄に記載されている数字は、建築基準法
上の面積でしょうか、それとも、不動産登記法上の面
積でしょうか。

建築基準法上の面積です。

97
別紙８
　一般便所

「衛生工学会基準（レベル2以上）による便器数を確
保すること」とありますが，どの用途を適用して算定す
れば良いでしょうか。

衛生工学会基準で示されている用途を参考に、本施
設の利用形態等を考慮して，サービスレベル2（標準
的な器具数）以上を満たすよう提案してください。
「衛生器具の適正個数算定方法」の算定グラフに当
てはめて器具数を算定する必要はありません。

98
別紙11
利用料金等の考え方（全般）

施設利用料金・専用利用料金・設備利用料金につ
いては、「上限額」として記載されていますが、駐車
場利用料金については、「上限額」として設定されて
いません。駐車場料金についても利用者の利便性
向上のため、ご指定頂いている料金を上限として柔
軟なご提案をさせて頂くことはできないでしょうか。

駐車場の利用料金については、他の公共駐車場と
の整合を図るため、市において設定します。

99
【別紙11】
個人利用

2 2 (1)

市内に居住する方は利用料金設定の記載がありま
すが、市外に居住する方の利用料金は上限額を超
えない範囲で事業者が設定するという考えで宜しい
でしょうか。

市外に居住する方の料金は、一般料金と同額となり
ます。

100
【別紙11】
設備利用料金

3 3

その他設備・備品500円/1時間あたりとありますが、
具体的に想定されている設備、備品はございます
か。

研修・会議室のプロジェクター等や事業者が提案す
る備品等を想定しております。
なお、業務要求水準書別紙10「什器備品リスト」の
１．スポーツ器具等については、市が設定している器
具を除き、利用料金の設定はできません。

101
別紙11
利用料金の減免・減額の考え方

4 4

駐車場利用料金について、従業員・業務委託先等、
体育館勤務者等の利用に際しては無料とする等、予
め貴市に計画のご承認を頂いた上で柔軟に運用で
きるとの考えで問題ございませんでしょうか？

従業員・業務委託先等の駐車場は、条例上料金設
定の対象となる駐車場とは別に設置してください。そ
の際の料金徴収は不要です。
ただし、自由提案事業従事者の駐車場については、
体育館利用者と同額の利用料金（500円／日）の徴
収が必要です。
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■業務要求水準書に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

102
別紙11
利用料金の減免・減額の考え方

4 6 (1)

減免区分について取扱いに不公平がでないよう、そ
れぞれの区分対象団体は、後日、詳細の定義、個別
化について協議頂けるとの認識でおりますがいかが
でしょうか。

減免については現行どおりの取り扱いです。
なお、詳細については、契約後に設置される協議会
または部会で協議します。

103
【別紙11】
利用料金の減免
・減額の考え方

4 6 (1)

市民体育館、九電記念体育館で減免又は減額で開
催されている事業の事業名、開催月日、減免・減額
実績額をお示しください。又、減免については引き続
き現状通り行われるとの解釈でよろしいでしょうか。

減免等が行われている事業については、業務要求
水準書参考資料２の「３.市民体育館及び九電記念
体育館の大会等一覧」をご参照ください。個別の減
免額等については公表できません。
また、減免については現行どおりの取り扱いです。

104 別紙１２　予約受付の方法
1～7の順番で予約が優先されるとの理解でよろしい
でしょうか。

業務要求水準書に関する質問No.65の回答を参照し
てください。
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■落札者決定基準に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字

1 性能審査加点項目の評価基準 4 Ⅲ 3 (3)
「地域社会」と「地域経済」の違いについて、貴市の
考えを明示下さい。

記載のとおりです。

2
大規模大会の想定（落札者決定
基準）

6 Ⅲ 3 (3) - - - -

落札者決定基準P6③において、「どのような種目に
力点を置き、どのような工夫を施しているか」とありま
すが、貴市が想定されている大会について具体的に
御提示頂けないでしょうか。

どのような大会を想定するのかを含め提案とします。

回　　　答NO タイトル
該当箇所

質　　　問
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■様式集に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字

1 全般

提案書に各枚数制限が設定されていますが、指示
のある添付書類（関心表明書）以外は、添付書類も
含め指定枚数にてご提出するという理解でよいでしょ
うか。

制限枚数以内で提出願います。

2 参加表明時の添付書類 1
添付書類2-2に必要な書類は具体的に何でしょう
か。

直近の決算の貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書の写しを添付してください。

3 参加表明時の添付書類 1
添付書類2-3，2-4，2-5は各証明書の本書が必要で
しょうか。

原本が必要です。

4 舞台設備図 4 Ⅰ 4 (7)

入札提案時に提出する図面一覧に、舞台設備図と
ありますが、本施設に舞台と称する場所は無いものと
理解しています。これは施設の何処の部分の図面で
しょうか。

別紙９ 「音響・設備リスト」に記載の設備を指します。

5 企業名の記載について 5 Ⅱ 2

下請企業・金融機関・アドバイザー等の代表企業・構
成員・協力企業に該当しない企業については、提案
書に企業名を出すことはできるとの理解でよろしいで
しょうか。

下請企業、金融機関、アドバイザー等についても、
構成員・協力企業と同じ取扱いとします。

6 添付資料について 6 Ⅲ

添付の指示のない資料について、事業者の任意で
提案書に添付する事は可能でしょうか。

不可とします。

7
CASBEE計算書
【計算書1】

9 Ⅲ 5 (7) ⑳

CASBEEとは、建築省エネ機構の評価に基づく評価
と考えて良いでしょうか。又はCASBEE福岡でしょう
か。

「CASBEE福岡」とします。

8
CASBEE計算書
【計算書1】

9 Ⅲ 5 (7) ⑳

【計算書1】（A3判必要枚数）とはどういった書式で
しょうか。建築省エネ機構の評価ソフトには該当の書
式が見つけられなかったので、ご教示ください。

「A4判必要枚数」と修正します。

9
CASBEE計算書
【計算書1】

9 Ⅲ 5 (7) ⑳

CASBEEの各項目の評価についてはマニュアルに基
づき自主判断で評価するものと考えますが、宜しい
でしょうか。

「福岡市建築物環境配慮制度」によるものとします。

10 様式2-7-1、2-7-2

代表者は、市の名簿登録の名称（九州支店長等）で
提出して良いでしょうか。

様式2-7-1、2-7-2については、福岡市競争入札有
資格者名簿の登録状況にかかわらず、企業の代表
者名に代表者印を押印して提出してください。

11 様式4-3-6

消費税率について、ワードデータでは消費税率8％、
エクセルデータでは消費税率10％となっています
が、どちらの指示に従えばよろしいでしょうか。

すべて8%で計算してください。様式集を修正します。

回　　　答NO タイトル
該当箇所

質　　　問
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■様式集に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

12 様式4-3-6

「注６　添付のMicrosoft Excelの様式によりA3判横1
枚で作成し、A４に織り込んでください。」とあります
が、ワード・エクセル共にA4判となっていますが、対
応方法について、ご指示ください。

「A4判縦必要枚数」に修正します。

13 様式4-3-8

「注６　添付のMicrosoft Excelの様式によりA3判横1
枚で作成し、A４に織り込んでください。」とあります
が、ワード・エクセル共にA4判となっていますが、対
応方法について、ご指示ください。

「A4判縦」に修正します。

14 様式4-3-9

事業期間合計については、平成30年12月1日～平
成46年3月末日の15年4ヶ月分の費用を記載すれば
よいとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

15 様式4-3-9

「注６　添付のMicrosoft Excelの様式によりA3判横1
枚で作成し、A４に織り込んでください。」とあります
が、ワード・エクセル共にA4判となっていますが、対
応方法について、ご指示ください。

「A4判縦」に修正します。

16 様式4-3-10
本様式は、A3判横1枚で作成し、A４に織り込むとの
理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

17
4-3-12
キャッシュフロー計算書

22
「EIRR、PIRR、DSCR、LLCR」の算出方法を具体的
にお示し頂けますでしょうか？

当該箇所は削除します。

18 様式4-3-14

様式4-3-14（損益計算書、キャッシュフロー計算書
及び貸借対照表）は、消費税抜きでの記載との理解
でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

19 様式4-3-14

①様式4-3-14の交付金については、消費税抜きの
記載との理解でよろしいでしょうか。②その場合、様
式4-3-7は消費税込となりますが、税抜計算する場
合の消費税率は何％とすればよろしいでしょうか。

①消費税抜きの記載でお願いします。
②消費税率は８％で計算してください。

20 様式4-3-14

本様式においては、損益計算書・キャッシュフロー計
算書・貸借対照表をそれぞれA3判横で作成し、A4
に織り込むとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

21 様式4-3-14

CF計算書の下部に次期元利金返済額×50%、前期
資本金残高50%の記載がありますが、この50%の意味
は何かあるのでしょうか。それとも元利金返済額およ
び前期資本金残高そのものの金額を記載すればよ
ろしいでしょうか。

当該箇所は削除します。
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■様式集に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

22 様式4-3-15
本書式における消費税等については、消費税率は
8％で計算する事との理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

23 様式4-3-16

本様式の「○○業務」とは、具体的にどの様な業務
の収支を記載することを想定されているのか、ご教示
ください。

「○○業務」は削除します。

24 様式4-3-17

「注2　事業ごとに作成してください。」とありますが、こ
れは、仮に3つの事業を提案した場合は、事業ごとに
3枚の収支計算書を作成するとの理解でよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

25 様式4-4-7

「福岡らしさ」を含めた施設計画のコンセプトとありま
すが、具体的にどのような内容を指しているでしょう
か。建物のハード的な部分を指しているのでしたら、
市内の参考事例についてご教示ください。

業務要求水準書に関する質問No.2の回答を参照し
てください。
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■基本協定書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字

1
特別目的会社の
設立

1 3 2

SPC設立時における各構成員の出資比率は全体の
２分の１を超えるものとありますが、構成員以外の出
資者の権利、義務についてお示し下さい。

譲渡その他の場合に市の事前承諾が必要ということ
は義務づけております。

2 株式に対する担保権の設定 2 4 1

事業者に融資を行う金融機関を担保権者として、事
業者の株式に対して担保設定することについては、
ご承諾いただけるものと考えて宜しいでしょうか。

市と担保権者との間で、市が満足するような内容の
協定が締結される場合は、担保権の設定を承認しま
す。

3 株式の譲渡 2 4 2

事業契約書第14条2項では、「発注者は…当該融資
契約書及び担保権設定契約書の写しの提出…を求
めることができる」となっており、内容に齟齬があるよう
に受け取れますので、ご確認いただきたくお願い申
し上げます。

原案のとおりとします。質問にある内容の齟齬はあり
ません。

4 事業契約 3 6 3 (9)
甲からの解除要請に乙が従わなかった時と理解して
よろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

5 事業契約 3 6 6
第6条3項9号に関し、乙が知り得なかった場合も違
約金の対象となるのでしょうか。

乙が知りえなかった場合でも、甲からの解除要請に
乙が従わなかった場合は違約金の対象となります。

6 事業契約 3 6 6

違約金の支払い義務は事業者が連帯して負担する
のではなく、帰責のある構成員に限定していただけ
ないでしょうか。

原案のとおりとします。

7 事業契約 3 6 7
「第１項の場合を除き」とありますが、「前項の場合を
除き」の誤植でしょうか、ご確認いただきたく。

「第１項」を「第３項」に訂正します。

8 事業契約 3 6 7

違約金の支払い義務は事業者が連帯して負担する
のではなく、帰責のある構成員に限定していただけ
ないでしょうか。

原案のとおりとします。

9 事業契約 3 6 7

貴市にて明記いただきました事業契約の冒頭にもあ
る理念に沿い、発注者さまと事業者が対応な関係と
なりますよう、甲の責めに帰すべき事由により事業契
約の締結に至らなかった場合には同様の違約金規
定を設定ください。

原案のとおりとします。

10 第6条　事業契約 4 6 8

第6条8の通り、乙のいずれかの者が本協定から事業
契約の本契約までの間に参加資格要件を満たさなく
なった場合、当該企業が代表企業ではなく、また離
脱しても残りの構成員や協力企業のみで参加資格
要件を満たす場合で、且つ市の了解が得られれば
本協定書の締結は可能と理解してよろしいでしょう
か。

本項は甲が乙と契約を締結しないことができる旨を
規定したものであり、ご質問のような締結の可能性を
示すものではありません。

回　　　答NO タイトル
該当箇所

質　　　問
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■基本協定書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

11 第7条　談合防止 4 7 1 (1)
第7条（1）に該当する事案は、本事業の入札以外も
含まれるとの理解でよろしいでしょうか。

同条第1項冒頭に示すように、本事業の入札に係る
ものです。

12 談合防止 4 7 1

違約金の支払い義務は事業者が連帯して負担する
のではなく、帰責のある構成員に限定していただけ
ないでしょうか。

原案のとおりとします。

13 談合防止 4 7 2

入札金額の10分の2に相当する金額は、違約金とし
て過大ではないでしょうか。本項に該当する場合に
ついても、違約金は一律で入札金額の10分の１とし
ていただけないでしょうか。

10分の2の規定は、福岡市契約規則第14条に基づく
ものですので、変更できません。

14 準備行為 5 8 1

事業契約締結前であっても、準備行為に係る必要な
範囲であれば、事前着手指示書等を貴市より頂戴す
ることは可能でしょうか。

事前着手指示書等を交付する予定はありません。

15
事業契約締結不調の場合にお
ける処理

5 9

第7条に第3項が存在しないようですが、何か他の条
項を指していらっしゃるのでしょうか、ご確認いただき
たく。

「第3項」は削除します。

16
事業契約締結不調の場合にお
ける処理

5 9
甲の責めに帰すべき事由による違約金の規定はな
いのでしょうか。

甲の責めに帰すべき事由による違約金の規定はあり
ません。

17 遅延損害金 5 10

遅延損害金の支払い義務は、事業者が連帯して負
担するのではなく、帰責のある構成員に限定してい
ただけないでしょうか。

原案のとおりとします。

18 出資者誓約書 8

コンソーシアムを組成しているとはいえ、他社さまのこ
とについて誓約することはできません（独立した他社
さまに対する強制力もありませんので実効性もありま
せん）ので、連帯での誓約はご容赦いただきたく、お
願い申し上げます。

原案のとおりとします。

19 出資者誓約書 9 別紙 7

「･･･債権債務関係が終了してから･･･」は、「事業契
約期間の終了日から･･･」と同義でしょうか。或いは
「債権債務関係が終了」とは、「サービス購入料をＳＰ
Ｃが受領した日」からとの理解で宜しいでしょうか。

違約金の支払、自由提案施設の原状回復・引渡な
ど、すべての債権債務関係が終了した日からとなりま
す。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字

1 用語の定義 2 2 1 (26)
引渡予定日が日曜日のようですので、1日ずらして平
成30年10月1日とするのはいかがでしょうか。

ご指摘の通り、平成30年10月1日とします。

2 用語の定義 2 2 1 (27)

人為的な現象のうち、通常の予見可能な範囲内で
あっても避けられないものについては、不可抗力を
認めていただけないでしょうか。

原案のとおりとします。

3 用語の定義 2 2 1 (31)
末尾に誤字（句点重複）ありです。 修正します。

4 事業日程 3 4 1
引渡予定日が日曜日のようですので、1日ずらして平
成30年10月1日とするのはいかがでしょうか。

事業契約書（案）に関する質問No.1の回答を参照し
てください。

5 提案書類と要求水準の関係 4 6 1
未充足部分が落札後確認された場合の規定はあり
ますでしょうか。

未充足の部分が確認された場合において業務要求
水準書の変更協議の対象とすることはありません。

6 提案書類と要求水準の関係 4 6 2

事業者選定委員会のご意見及びその他発注者から
の要望事項を尊重し、入札時より提案を変更する場
合は、発注者さまの請求による業務要求水準の変更
として、必要な費用をご負担いただけますでしょう
か。

本項は、業務要求水準書等から逸脱しない範囲内
での対応を尊重する趣旨のものですので、業務要求
水準の変更、費用負担等は想定しておりません。

7 統括責任者 4 7 1、2

統括責任者がふたつの意味を持ち混同しますので、
名称を多少変更するのはいかがでしょうか。（例；第1
項の統括責任者は総括責任者とするなど。）

第2項の統括責任者を館長に修正します。

8
統括責任者、業務責任者及び
業務担当者

4 7

統括責任者、業務責任者及び業務担当者の雇用に
ついては、事業者との直接雇用契約ではなく、それ
ぞれが所属する構成員と事業者との業務委託契約
に定めれば足りるでしょうか。

事業者が直接雇用する、又は事業者と業務委託を
締結する構成員若しくは協力企業と直接雇用関係
にあることが求められます。

9 統括責任者 4 7 2

開業準備業務及び運営・維持管理業務の統括責任
者を事業契約締結後速やかに決めることは、開業準
備業務開始まで2年半以上あることを鑑みると難し
く、あまり現実的ではないと考えます。この時点で決
める場合仮置きの担当者とならざるをえず、発注者さ
まとしても望ましくないのではないでしょうか。開業準
備業務開始の6か月前程度で十分間に合うものと考
えますがいかがでしょうか。

運営・維持管理業務を統括する責任者を「館長」に
名称を改めます。「館長」は、運営・維持管理業務の
開始６か月前までに定めてください。なお、開業準備
業務の責任者については、開業準備業務の着手前
までに定めてください。

10 解釈 5 9 1

入札説明書等には複数の資料が含まれますので、こ
の中の優先順位もお示しください。

入札説明書等の各資料に齟齬はないと認識してい
ますが、齟齬あった場合には、書類ごとではなく、個
別事項ごとに優先順位を判断します。齟齬があると
お考えのものがありましたら、第2回の質問等でお示
しください。

回　　　答NO タイトル
該当箇所

質　　　問
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

11 責任の負担 5 10
発注者の判断を仰いだ場合に発生した責任も同様
に免れないのでしょうか。

発注者の判断を仰いだ場合でも、最終判断は事業
者となりますので、責任は免れません。

12 契約の保証 6 11 1

「この契約の締結後速やかに」とありますが、この趣
旨は、第82条第1項でいう福岡市議会において承認
がなされた日から保証を付することと同じ意味である
と理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。なお、「この契約の締結後速や
かに」を「この契約の締結と同時に」に修正します。

13 契約の保証 6 11 1

契約保証金等の返還（時期、方法）についても規定く
ださい。なお、返還方法については履行済みの業務
に応じて返還される方法としていただきたく。（例：設
計業務完了後に該当金額を、建設業務出来高（年
度ごと等）に応じて該当金額を返還するなど。）

本施設の完工・引渡しが完了後、事業者の請求によ
り還付します。

14 契約の保証 6 11 1
現金及び有価証券の預託については金利が付され
るものと考えてよろしいでしょうか。

金利は付しません。

15 本施設の設計 6 11 1 (1)
契約保証金の発注者さまからの返還方法について、
ご教示頂きたくお願い申し上げます。

事業契約書（案）に関する質問No.13の回答を参照し
てください。

16 事業契約書 6 11条 1
契約保証の差し入れ時期は、本契約（指定管理者
議決）後速やかにという理解で宜しいでしょうか。

事業契約書（案）に関する質問No12の回答を参照し
てください。

17 契約の保証 6 11 2
契約保証金の計算根拠となるサービス購入料Ａ-2
は、税込金額との理解で宜しいでしょうか。

サービス購入費A-1及びA-2とも税込金額となりま
す。

18
事業契約上の債権及び地位に
対する担保設定

6 12 1 (1)

事業者に融資を行う金融機関を担保権者として、事
業契約上の債権及び地位に対して担保設定すること
については、ご承諾いただけるものと考えて宜しいで
しょうか。

事業契約第113条第1項の協議が調ったときは、承諾
します。

19
融資又は担保に係る事項の報
告

7 14 2

融資契約書及び担保契約書は、金融機関のノウハ
ウが含まれておりますので、情報開示の対象とならな
いと考えて宜しいでしょうか。また、貴市に報告すべ
き融資又は担保に係る事項とは具体的にはどのよう
なものを指しますでしょうか。

質問に係る書類は市が積極的に開示することは想
定しておりませんが、情報公開条例に従った公開請
求があったときは、同条例に従って判断します。融資
又は担保に係る事項とは、市が提出を受けた書類で
不明な点やその詳細事項等、融資又は担保に係る
事項の一切を含みます。

20 モニタリング 7 13 2

万一、貴市が施設整備のモニタリングとして建物の
一部を壊すなどしてモニタリングを行い、結果として
事業者側に何ら問題が無かった場合は、その復旧
に係る費用は貴市負担との理解で宜しいでしょうか。

事業者が適切な工事記録を作成していないなどの
理由で、破壊検査を行うことに理由があるときは、検
査の結果いかんにかかわらず、復旧の費用は事業
者が負担することとします。

21 権利義務の処分等 7 12 3
どのような債務を想定されていますでしょうか。 事業契約上の債務の一切です。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

22 資金調達 7 14 2

融資契約書及び担保権設定契約書の写しの提出に
関して、契約の相手方である融資団の了解について
は、直接協定等で貴市よりご確認いただけますよう、
お願いいたします。

本規定の報告者はあくまで事業者であり、事業者側
で融資銀行の承諾を得てください。

23 許認可等の手続 7 15 2

許認可申請及び届出には大小さまざまなものがあ
り、その全てについてその都度速やかに報告するの
はあまり現実的とは思えません。よって報告につきま
しても「発注者からの要求に応じ」以下に入れ、「発
注者に対し速やかに報告を行い」は削除でいかがで
しょうか。

原案のとおりとします。

24 許認可等の手続 7 15 3

第3条第5項にて、この契約に定める全ての連絡は書
面にて行わなければならない旨を定めていますが、
本項における協力要請を書面で行うことを特別に記
述していらっしゃることにつき、何か特段の意図があ
るものでしょうか。

協力要請には、口頭によるものもありますが、許認可
等の手続きに係る協力要請については、書面で行う
という意味です。

25 許認可等の手続 7 15 6

許認可申請及び届出には大小さまざまなものがあ
り、その全てについてその都度速やかに報告するの
はあまり現実的とは思えません。よって報告につきま
しても「発注者からの要求に応じ」以下に入れ、「発
注者に対し速やかに報告を行い」は削除でいかがで
しょうか。

原案のとおりとします。

26 許認可等の手続 8 15 6
本業務の遂行に当たって申請又は届出をするべき
許認可とは具体的に何がありますでしょうか。

提案内容によって異なることが想定されるため、落札
者の提案に基づき判断します。

27 許認可等の手続き 8 15 5

発注者さまにて手続き頂く許認可手続きの遅延によ
る増加費用又は損害については、発注者さま負担と
していただけないでしょうか。法令変更又は不可抗
力に関する但し書きを削除頂きたく存じます。

原案のとおりとします。

28 条件変更等 8 17 2

本項に該当する場合の費用負担については、第23
条5項（1）にて整理されると捉えてよろしいでしょう
か。

事業契約書（案）第17条第１項各号に掲げる事実が
確認された場合には、同条第2項により業務要求水
準書の変更について協議をすることになりますが、同
時に業務要求水準書Ⅰ９(1)に該当しますので、これ
に基づく業務要求水準書の修正にかかる規定（事業
契約書（案）第18条）も適用され、費用負担について
は同条第3項によることとなります。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

29
発注者の請求による業務要求水
準の変更

9 18 3

「…発注者は必要な費用を負担しなければならな
い。」とありますが、必要な費用とはどの様な費用が
含まれますでしょうか。例えばサービス購入費減額に
起因する借入金のリファイナンスコスト（ブレークファ
ウンディングコスト等）も含まれますでしょうか。

基本的にご理解のとおりです。

30
発注者の請求による業務要求水
準書の変更

9 18 3

協議が調わない場合においては、第三者機関に意
見を求める等して合理的な判断をしていただけない
でしょうか。

原案のとおりとします。

31
発注者の請求による業務要求水
準書の変更

9 19 3

協議が調わない場合においては、第三者機関に意
見を求める等して合理的な判断をしていただけない
でしょうか。

原案のとおりとします。

32 本施設の設計 11 20 10 (3)

法令の変更又は不可抗力により、本施設の引渡し又
は供用開始が遅延した場合は、当然にして、引き渡
し予定日及び供用開始日は合理的な期間だけ延期
されると考えてよろしいでしょうか。

質問の場合は、協議の上、変更後のスケジュールを
定めます。当然に延期されるわけではありません。

33 本施設の設計 11 20 10 (1)

発注者帰責による引渡し・供用開始遅延または増加
費用が発生した場合について、「引渡予定日及び供
用開始日を合理的な期間だけ延長し、又は当該増
加費用及び損害を負担する。」とありますが、期間延
長に伴う増加費用も負担頂けるとの理解で宜しいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

34 事業契約書 11 20条 11

「かかる減少分をサービス購入費から減額する」とあ
りますが、「サービス購入費Ａ」からの減額という認識
でよろしいでしょうか。

設計変更等に起因して、運営・維持管理業務等の業
務量等が変更になった場合は、サービス購入費Ａ以
外も減額の対象になり得ます。

35 本施設の建設 12 23 4

本件工事の現場着工までに当該保険の証券又はそ
れに代わるものとして発行者が認めたものを発行者
に提示のうえの写しを提出することとされています
が、手続きに余裕を持たせるために着工後速やかに
提示して写しを提出すればよいように修正をお願い
できないでしょうか。

原案のとおりとします。

- 27/41 -



■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

36 本施設の建設 12 23 5 (2)

「…、本施設の引渡し又は供用開始が遅延した場
合、又は増加費用及び損害が発生した場合には、
事業者は、当該増加費用及び損害を負担し、かつ
引渡予定日又は供用開始日は延期されない。」とあ
りますが、そもその施設の引渡しが遅延した場合に
ついての規定であるのに、引渡予定日が延期されな
いとは内容が矛盾していませんでしょうか。

「引渡予定日」は遅延損害金の算定の起点日となる
ものですので、延期することはありません。

37 本施設の建設 12 23 5 (3)

法令の変更又は不可抗力により、本施設の引渡し又
は供用開始が遅延した場合は、当然にして、引き渡
し予定日及び供用開始日は合理的な期間だけ延期
されると考えてよろしいでしょうか。

質問の場合は、協議の上、変更後のスケジュールを
定めます。当然に延期されるわけではありません。

38 工事現場における安全管理等 14 27

建設機械器具等の設備の盗難又は損傷等により発
生した増加費用について、貴市の帰責の場合は、貴
市にてご負担ください。

本市の帰責は想定されません。

39 本件工事に伴う近隣対策 14 28 1
近隣住民の具体的な範囲をお示し下さい。 福岡市建築紛争の予防と調整に関する条例第2条

第9号を参照してください。

40 本件工事に伴う近隣対策 14 28 6

引渡し予定日と供用開始日が延期となった場合で
も、事業期間の満了日（平成46年3月末日）は変わら
ないとの理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

41 備品等の調達 15 29 1
自由提案施設に備える備品もリースとすることは可能
でしょうか。

可能です。その旨、業務要求水準書及び事業契約
書（案）を修正します。

42 事業契約書 15 29条 1

自由提案施設及び自由提案施設に備える備品等の
所有権は、提案内容により自由提案事業実施企業
が保有することでも差し支えありませんでしょうか。

自由提案施設については、当該敷地の転貸につき、
あらかじめ市の承諾を得た場合に限り、自由提案事
業実施企業が保有することは可能です。備品等につ
いては、自由提案事業実施企業が保有することで差
し支えありません。その旨、業務要求水準書及び事
業契約書（案）を修正します。

43 工事の中止 16 31 4

協議が調わない場合においては、第三者機関に意
見を求める等して合理的な判断をしていただけない
でしょうか。

原案のとおりとします。

44 臨機の措置 18 36 3

通常の管理行為を超えて事業者が負担することが適
当でないと認められる部分の費用として、具体に想
定されるものをご教示願います。

具体的な状況に基づいて判断しますので、現時点で
具体例を提示することはできません。

45 引渡し予定日の変更 17 34 4
「特別の理由により」とは、どのような理由をお考えで
しょうか。

現時点で具体的な想定はありません。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

46
引渡予定日の変更等に係る協
議

17 35 1

協議が調わない場合においては、第三者機関に意
見を求める等して合理的な判断をしていただけない
でしょうか。

原案のとおりとします。

47 事業者による本施設の竣工検査 18 38 4

検査済証その他の書面の写しと一緒に保険証券の
写しを提出することとされていますが、保険証券を発
行するためには、通常１ヶ月以上の時間を要します。
更に、損保会社が保険証券を発行するためには、保
険料の払い込みを受けていることが必要になります。
この条項のままですと、事業者は竣工検査の１ヶ月
以上前に保険料を支払うことが必要になり、実務的
ではありません。
ついては、引渡し後速やかに、保険証券の写し若し
くはそれを証明するもの（付保証明書など）を速やか
に提出すればよいように修正をお願いできないでしょ
うか。

書類提出の時期は原案のとおりとしますが、保険に
ついては、保険証券の写しのほか、付保証明書など
保険加入が確認できるもので保険会社が発行するも
のの提出でもよいものとします。

48
本施設の建設に伴い第三者に
及ぼした損害

18 37

第1項の次に、「前項の規定にかかわらず、工事の施
工に伴い通常避けることができない騒音、振動、地
盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損
害を及ぼしたときは、発注者がその損害を負担しな
ければならない。ただし、その損害のうち工事の施工
につき事業者が善良な管理者の注意義務を怠った
ことにより生じたものについては、事業者が負担す
る。」の追加をお願いいたします。

原案のとおりとします。

49 事業者による本施設の竣工検査 18 38 4

開業準備及び運営・維持管理業務に係る保険証書
の写しを提出するタイミングは、事業者の竣工検査
完了時ではなく、本施設の引渡し時としていただけ
ないでしょうか。

書類提出の時期は原案のとおりとしますが、保険に
ついては、保険証券の写しのほか、付保証明書など
保険加入が確認できるもので保険会社が発行するも
のの提出でもよいものとします。

50 発注者による本施設の所有 19 40 2

違約金の計算根拠となる福岡市契約事務規則の定
める率とは、何％でしょうか。

政府契約の支払遅延防止等に関する法律(昭和24
年法律第256号)第8条第1項の規定に基づく、政府
契約の支払遅延に対する遅延利息の率を指します。
なお、本質問回答公表時における率は2.9%です。

51 発注者による本施設の所有 19 40 2

施設完成確認書の交付の時期は、貴市の手続き期
間に係ります。遅延については、実際の引渡し日を
基準としていただけないでしょうか。

引渡しの具体的な手続き・日程については、あらかじ
め市と十分に打ち合わせてください。市は、打ち合わ
せで決められた日程に従い書類等を交付します。

52 本施設の瑕疵担保 19 41 1
「相当な期間」とは具体的にどの程度でしょうか。 当該瑕疵を補修するに必要な期間のことであり、瑕

疵の内容により異なります。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

53 第４１条　本施設の瑕疵担保 20 41 3

第41条の3の連帯保証を行う建設企業とは、応募す
るコンソーシアム内の建設企業との理解でよろしいで
しょうか。また連帯保証の様式はいつまでに提出する
必要があるのでしょうか。

第1文については、ご理解のとおりです。第2文につ
いては、本施設の引渡しまでに提出してください。

54
発注者による運営・維持管理体
制の確認及び運営・維持管理開
始確認書の交付

21 46 3
「合理的に適切と認める方法」とは具体的にどのよう
ななものでしょうか。

落札者の提案内容に応じ、市が契約締結後に定め
ます。

55
発注者による運営・維持管理体
制の確認及び運営・維持管理開
始確認書の交付

21 46 4

「遅滞なく」ではなく日数を明示頂きたく存じます。万
一、貴市による運営・維持管理開始確認書の交付に
相当な時間を要した場合、第47条に基づき事業者に
違約金の支払い義務が生ずる恐れがあるためです。

引渡しに関わる具体的な手続き・日程については、
あらかじめ市と十分に打ち合わせてください。市は、
打ち合わせで決められた日程に従い書類等を交付
します。

56
運営・維持管理業務開始の遅延
による違約金

21 47
違約金の計算根拠となる福岡市契約事務規則の定
める率とは、何％でしょうか。

事業契約書（案）に関する質問No.50の回答を参照し
てください。

57
運営・維持管理業務開始の遅延
による違約金

21 47

施設の引渡遅延による違約金は第40条にて施設整
備の対価（金利相当額を除く）を元本とされている事
に加え、供用開始遅延による違約金までもがサービ
ス購入料Ａ-1及びＡ-2の合計額を元本とするとされ
ています。（結果的に違約金計算上の元本は共に同
じで、重複して科される内容です。）本条における元
本は、サービス購入料Ｂかと思料しますが、誤植で
しょうか。

原案のとおりとします。誤植ではありません。

58
運営・維持管理業務開始の遅延
による違約金

21 47
福岡市契約事務規則に定める率を乗じて計算した
額とありますが、具体的数値をお示し下さい。

事業契約書（案）に関する質問No.50の回答を参照し
てください。

59 指定管理者による管理等 21 50 2

指定管理者の指定が取り消されたのにもかかわら
ず、本契約が解除されない限り、本契約に沿って業
務不履行等が生じるということになろうかと存じます。
指定管理者が取り消された場合は、同時点で本契約
についても解除していただけないでしょうか。また、反
対に本契約が解除になった場合についても同時点
で指定管理者を取り消して頂きたく存じます。

指定管理者の指定が取り消された場合は、事業契約
は解除されたものとみなされ（第69条第1項）、契約が
解除された場合でも、解除の効力は指定管理者の
指定が取り消されたときに発生すると規定しています
（第92条）。

60 保険の付保 22 53 2

「当該第三者を前項の保険に加入させなければなら
ない。」とありますが、加入するのは事業者で当該第
三者を被保険者として追加する方法でも問題ないと
いう理解でよろしいですか。

ご理解のとおりです。

61 損害賠償 22 52 1
「事業者の責めに帰すべき事由により」を追記頂きた
く存じます。

原案のとおりとします。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

62 地位の譲渡等の禁止 23 57

指定管理者の地位又は業務に関して生じる権利又
は義務の第三者への譲渡承継は、事前の承諾が
あった場合はお認め頂けますでしょうか。

地方自治法上、指定管理者の指定は第三者に承継
されません。

63 業務計画書の作成・提出 23 58 2

運営・維持管理業務の年度実施計画についての「確
認」とは書面での確認となりますでしょうか。総則に定
義がありませんでしたので確認させて頂く次第です。

ここでの「確認」については書面において行います。

64 業務報告 24 60 1

「業務日誌」は「日報」、「四半期報告書」は「」四半期
報」の誤植でしょうか。（要求水準書の記載と齟齬が
あります。）

修正します。

65 業務報告 24 60 2

「業務日誌」は「日報」、「四半期報告書」は「」四半期
報」の誤植でしょうか。（要求水準書の記載と齟齬が
あります。）

修正します。

66
運営・維持管理業務に伴う近隣
対策

24 61 1
近隣対策を要する「合理的な範囲」を具体的にお示
し下さい。

実施されるイベント等の規模に基づいて事業者側に
て合理的に設定してください。

67 報告聴取等 25 63

「その他指定管理者たる事業者による管理の適正を
期するため必要があると認めるときには」とあります
が、維持管理業務の状況確認については、本契約
に定めるモニタリングに一本化していただけないで
しょうか。

原案のとおりとします。
なお、本条における報告聴取等については、原則と
して、本事業契約（案）第13条のモニタリングにより行
います。

68 利用料金 25 67 2

発注者の承認を得た上で利用料金の変更ができると
ありますが、「承認」は総則で定義のある「承諾」とは
別の定義でしょうか。

「承認」は「承諾」とは異なる用語です。なお、第3条
第5項に「承認」も含めるよう修正します。

69 減免の取扱 26 68 2

特別の事情がある場合は協議の上損失の取扱いを
決定するとありますが、特別な事情とはどの様な事態
を想定しておられますでしょうか。

予見できない事象に伴う当該減額又は免除が事業
者の財務状況にきわめて重大な影響を与える場合
が想定されます。

70 減免の取扱 26 68 2
本項は削除いただけないでしょうか。設置条例の変
更は、法令変更として認めて頂きたく存じます。

原案のとおりとします。

71 第72条　自由提案事業の実施 27 72 4

第72条の4に、「事業者が発注者と協議の上、自由
提案事業の全部又は一部を中止又は終了すること
は妨げない。」とありますが、例えば「事業期間の途
中に自由提案事業の採算が悪化したことを理由に、
自由提案事業を中止すること」も市が了解すれば認
められるとの理解でよろしいでしょうか。またその際に
は市から事業者に対して違約金や損害賠償等の請
求や、残存賃貸借期間の賃料支払義務は無いもの
と理解してよろしいでしょうか。

第１文については、条文に示すとおりであり、理由に
ついては限定していません。この場合、違約金や損
害賠償の請求は想定しておりませんが、賃貸借契約
が継続している間における賃料支払いは生じます。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

72 自由提案事業 27 71 1

自由提案事業にかかる損害保険については、その
提案内容については事業者の裁量に任せるという理
解でよろしいですか。

本事業契約（案）別紙３「事業者等が付保する保険
等」を参考に、事業者にて適切な保険に加入してく
ださい。

73 自由提案事業 27 71 1

自由提案事業にかかる損害保険については、保険
料費用も事業者の自己の費用で賄うという理解でよ
ろしいですか。

ご理解のとおりです。

74
自由提案事業の内容及びその
収入の帰属

27 71 2

自由提案事業の料金徴収は、実施する構成員が直
接料金徴収することも可能として頂きたく。「事業者
は」を「事業者又は自由提案を行う構成員は」として
頂きたく存じます。

明確化のため、ただし書きで、自由提案事業を実施
する構成員・協力企業の収入とすることを妨げないと
規定します。

75
自由提案事業の中止または終
了に係る費用及び損失

28 72 5

「自由提案事業の全部又は～すべて事業者が負担
する。」について、「ただし、自由提案事業の全部又
は一部の中止事由が発注者の過失によるものである
場合は、事業者の負担とする。」等の文言を記載い
ただくことはできないでしょうか。

原案のとおりとします。

76 事由提案事業の実施 27 72

自由提案事業の変更についても市の承諾を要する
ものと理解しますが、変更に際して承諾を頂けない
事業にはどの様なものを想定しておられますでしょう
か。

業務要求水準書の示す条件を満たさないものを想
定しております。その他、実際の変更内容に基づき、
判断いたします。

77 備品の管理 28 75 1

本施設において所有する備品を無償で貸与するとあ
りますが、本施設で所有する備品には旧体育館から
承継される備品も含まれますでしょうか。

旧体育館から承継される備品はありません。なお、業
務要求水準に関する質問No.43の回答も参照してく
ださい。

78 自由提案事業等の実施の場所 28 73 2

但し書きとして、「前条第4項に基づいて終了した自
由提案事業のために必要としていた土地に係る定期
借地権は解除される旨」を明記いただきたく。

事業者が市の承諾を得て自由提案事業を終了する
場合は、協議により自由提案施設またはその敷地に
かかる賃貸借契約を終了させる旨の規定を置くことと
します。

79 自由提案事業等の実施の場所 28 73 7

無償譲渡か有償譲渡かについても協議事項であると
いう認識です。よって無償である旨だけをここで定め
ることには賛同できません。（仮に事業者が自ら費用
負担して設置した施設の譲渡が無償である旨が現時
点で確定しているのであれば、当該協議の成立が極
めて難しいことも現時点で確定しているとお考えくだ
さい。）

市は、有償で譲り受けることは想定しておりません。
事業者側で無償での譲渡が困難な場合は、事業者
側で自由提案施設を撤去したうえで、場所を市に返
還してください。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

80 本施設の修繕・更新 29 76 2

業務計画書にない修繕・更新でも急を要するものが
あります。これも全て書面による事前の承諾を必要と
することは現実的ではないと考えます。

本施設は市の施設であり、施設に重大な影響を及ぼ
す修繕を事業者が市の承諾なく行うことはできませ
ん。緊急な場合でも、いったん応急措置を施したうえ
で、市の承諾を得てください。市も、必要な場合、迅
速に対応します。

81
運営・維持管理業務に伴う第三
者に及ぼした損害

29 77 １、2

事業者が第三者に損害を及ぼした場合について
は、第52条にて全て整理されると理解しております
が、本条文に該当するのはどのようなケースを想定し
てらっしゃいますでしょうか。また、賠償の金額につい
ては、合理的な判断に委ねるとしていただけないで
しょうか。

第77条は第52条を補完するものとして規定されたも
のですが、現時点では、具体的なケースを想定して
おりません。

82
運営・維持管理業務に伴う第三
者に及ぼした損害

29 77 2
賠償の金額については、合理的な判断に委ねるとし
ていただけないでしょうか。

ご質問の通り、市が賠償する金額は市が合理的に判
断します。

83
運営・維持管理
業務の承継

30 83

運営・維持管理期間満了の2年前から引継ぎの協議
を開始するとありますが、その間の費用負担区分に
ついてお示し下さい。

協議にかかる人件費等の費用については、市と事業
者が各自のものを負担します。

84
事業者の債務不履行による契約
解除事由

31 85 1

自由提案事業については、提案通りに実施されない
場合（e.g. 利用者数の減少による規模縮小等）でも、
事業者の債務不履行による契約解除事由に該当し
ないとの認識で宜しいでしょうか。

自由提案事業が提案通りに実施されないときは、事
業者の債務不履行となります。

85
事業者の債務不履行による契約
解除

31 85 1 (3)

「重大な法令の違反」について、基本協定書第７条
第１項各号に規定する以外に具体的にどのような事
情を想定されているのでしょうか？可能な範囲でご
例示願います。

例えば、他企業のノウハウを盗用し、不正競争防止
法違反に該当する場合などが考えられます。

86
事業者の債務不履行による契約
解除

31 85 1 (4)

「契約上の義務の履行に重大な影響を及ぼす、又は
及ぼす可能性のある法令等の違反」について、具体
的にどのような事情を想定されているのでしょうか？
可能な範囲でご例示願います。

例えば、従業員の労働条件について労働基準法に
かかる重大な違反があった場合などが考えられま
す。

87
第86条　事業者の債務不履行に
よる契約解除

32 85 1 (10)

第85条の（10）に、債務不履行に該当するものとして
「定期借地権設定契約や公有財産賃貸借契約が事
業者の責めに帰すべき理由により解除されたとき」、
とありますが、例えば「事業期間の途中に自由提案
事業の採算が悪化したことを理由に市の了解の上で
自由提案事業を中止すること」はこれに該当しないと
の理解でよろしいでしょうか。

市の承諾を得て自由提案事業を中止する場合は、
債務不履行には該当しません。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

88
第87条　本施設引き渡し後の契
約解除

33 87 1 (1)

事業期間の途中に自由提案事業の採算が悪化した
ことを理由に自由提案事業を市の了解のうえで中止
することは、第87条（１）に該当しないとの理解でよろ
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

89 発注者の任意による解除 34 91 1

本事業を継続する必要がなくなった場合又は発注者
が必要と認める場合とは具体的にどの様な場合で
しょうか。

現在のところ、具体的な場合は想定していません。

90 事業終了に際しての処置 34 93 1

事業者の所有物は撤去することが前提ですので、
「原則として遅滞なく撤去する」旨を定め、ただしそれ
がなされない場合には発注者さまの指示に従う、とい
う整理としてください。（例えばですが、事業者として
貴重な資産まで全て置いていくように、というご指示
ですとお受けできません。）

原案の通りとします。市は土地の所有者であることか
ら、撤去について指示を出せるようにするのが本規
定の趣旨であり、事業者所有物を置いていくような指
示をすることはありません。

91 事業終了に際しての処置 35 93 3

事業者の所有物は撤去することが前提ですので、
「原則として遅滞なく撤去する」旨を定め、ただしそれ
がなされない場合には発注者さまの指示に従う、とい
う整理としてください。（例えばですが、事業者として
貴重な資産まで全て置いていくように、というご指示
ですとお受けできません。）

事業契約書（案）に関する質問No.90の回答を参照し
てください。

92 事業終了に際しての処置 35 93 3

リースにより調達した什器備品を発注者さまに譲渡
する、とありますが、所有権はリース会社さまにありま
す。お示しいただいております条件でのリース契約と
いうものは事実上不可能（つまり本件においてリース
調達は不可能）と考えますので、無償譲渡は削除い
ただきたく。

原案のとおりとします。入札参加者は、リースで物品
を調達する場合は、本規定の条件を満たすような
リースで調達してください。

93 出来高に相当する金額 35 94 1

出来高に相当する金額には、解除時点迄に要した
工事監理費、金融費用、SPC運営費等についても、
合理的な範囲でふくまれるものと考えて宜しいでしょ
うか。

出来高に相当する金額には、解除時点までに要した
工事監理費は含まれますが、金融費用、SPC運営費
等は含まれません。

94 本施設の引渡し前の解除 35 94 2

出来高部分の買受代金を分割もしくは一括で支払う
ことができる、とありますが、支払わない可能性もある
ということでしょうか。そうでないのであれば文面の修
正を頂ければ幸いです。

原案のとおりとします。出来高部分の買受代金は、
一括または分割の方法により支払います。

95 本施設の引渡し前の解除 35 94 1

引渡し前の解除に伴う貴市からの施設の出来高相
当額の算定においては、別紙１記載の構成される費
用の内容に即して、それぞれの既支出分を含めると
の理解で宜しいでしょうか。

別紙１記載の既支出分のうち、検査に合格したもの
が対象となります。なお、事業契約書（案）に関する
質問No.93の回答も参照してください。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

96 本施設の引渡し前の解除 35 94 2

引渡し前の解除に伴う貴市からの施設の出来高払
いに関し、施設整備のために金融機関から調達した
資金は、事業契約の解除に伴い一括で返済する必
要が生ずることから、一括払いにして頂きたく存じま
す。なお、分割払いとされる場合は、融資契約変更
に伴うブレイクファンディングコストやＳＰＣを存続させ
ておくために係る費用等をご負担頂く必要がござい
ます。

原案のとおりとします。

97 契約解除時に発生する金利 35 94 3

一括払い時において、検査等に時間が掛かり多額
の金利が発生することも想定されますので、第88条、
第89条、第90条、第91条に基づき事業契約が解除さ
れる場合には、当該金利をお支払い頂きますようお
願い致します。

原案のとおりとします。

98 本施設の引渡し前の解除 35 94 4

引渡し前の解除に伴う貴市からの施設の出来高払
いに関し、施設整備のために金融機関から調達した
資金は、事業契約の解除に伴い一括で返済する必
要が生ずることから、一括払いにして頂きたく存じま
す。なお、分割払いとされる場合は、融資契約変更
に伴うブレイクファンディングコストやＳＰＣを存続させ
ておくために係る費用等をご負担頂く必要がござい
ます。

原案のとおりとします。

99 本施設の引渡し前の解除 36 94 4 (2)
別紙2ではなく、別紙1を指しますでしょうか。 別紙１に修正します。

100 事業契約書 36 94条 4 (2)

別紙2のサービス購入費A-3の計算に用いるのと同
等の利率とありますが、別紙1の間違いでしょうか。ま
た、基準金利決定前の解除については、入札時に
おける割賦金利と同等の利率という理解で宜しいで
しょうか。

別紙１に修正します。
基準金利決定前の解除については、入札時におけ
る割賦金利と同等の利率とします。

101 本施設の引渡し後の解除 36 95 1

未払のサービス購入費A-2を分割もしくは一括で支
払う、とありますが、発注者都合による解除において
は一括による支払としていただけませんでしょうか。

原案のとおりとします。

102 本施設の引渡し後の解除 36 95 1

引渡し後の解除に伴う貴市からの施設の出来高払
いに関し、施設整備のために金融機関から調達した
資金は、事業契約の解除に伴い一括で返済する必
要が生ずることから、一括払いにして頂きたく存じま
す。なお、分割払いとされる場合は、融資契約変更
に伴うブレイクファンディングコストやＳＰＣを存続させ
ておくために係る費用等をご負担頂く必要がござい
ます。

原案のとおりとします。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

103 本施設の引渡し後の解除 36 95 3

引渡し後の解除に伴う貴市からの施設の出来高払
いに関し、施設整備のために金融機関から調達した
資金は、事業契約の解除に伴い一括で返済する必
要が生ずることから、一括払いにして頂きたく存じま
す。なお、分割払いとされる場合は、融資契約変更
に伴うブレイクファンディングコストやＳＰＣを存続させ
ておくために係る費用等をご負担頂く必要がござい
ます。

原案のとおりとします。

104 本施設の引渡し後の解除 36 95 3 (2)
別紙2ではなく、別紙1を指しますでしょうか。 修正します。

105 本施設の引渡し後の解除 36 95 5

ここでいう本業務は、運営・維持管理業務を指すとい
う理解でよろしいでしょうか。（施設整備業務の不備
や瑕疵は別条項にて整理されているという理解で
す。）

施設に瑕疵がある場合の瑕疵補修も「本業務」に含
まれますので、運営・維持管理業務のみを指すとは
限りません。

106 事業契約書 37 96条 1

違約金の額について、サービス購入費A-1及びA-2
の合計額は税込みベースで計算することになってお
りますが、サービス購入費C及びDの合計額は税抜き
ベースで計算するのでしょうか。

違約金の額は、サービス購入費A-3を除き、全て消
費税込みとなります。
契約書を修正します。

107 損害賠償、違約金等 37 96 5

第88条に基づく事業契約解除は発注者さまの債務
不履行によるものですので、本契約冒頭の「福岡市
さまと事業者は、各々の対応な立場における合意」と
いう理念に基づき、第1項に定めるものと同額の違約
金をご設定ください。

原案のとおりとします。

108 損害賠償・違約金 37 96 6

本項に該当するのは、法令変更又は不可抗力による
契約の解除かと存じます。「第90条又は第91条」は、
「第89条又は第90条」の誤植でしょうか。

「第90条又は第91条」を「第89条又は第90条」に修
正します。

109 損害賠償、違約金等 37 96 6

事業者が本業務を終了するために必要な費用には
金融機関へのブレークファウンディングコストも含ま
れますでしょうか。

サービス購入費A-２を一括で支払う場合には、合理
的と認めるものについては市が負担します。

110 増加費用及び損害の範囲 38 98 1

本項を始めとして事業契約書（案）内で使用されてい
る「合理的な増加費用及び損害」には合理的な範囲
の金融費用が含まれるものと理解して宜しいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

111
法令の変更による費用・損害の
扱い

38 98 1 (5)

法令変更等による増加費用で資本的支出に係らな
いものであっても、第98条１項（1）～（4）に該当する
場合は、発注者さまにご負担いただけるという理解で
よろしいでしょうか。

第98条第1項に規定するとおりです。

- 36/41 -



■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

112 不可抗力 39 100 1 (2)

本条項で規定する「事業者に生じた本事業の実施に
係る合理的な増加費用額及び損害額」には、本施設
に生じた損害は含めないという理解でよろしいです
か。

本施設に生じた損害で、その修繕・補修等が事業者
の業務に含まれているものは、「事業者に生じた本事
業の実施に係る合理的な増加費用額及び損害額」
に含みます。

113
第101条　第三者の責めに帰す
べき事由による本施設の損害

40 101

本契約における「第三者」と「利用者」の①定義、②
相違点についてご教示ください。

第三者とは、事業契約の当事者以外の者をいい、利
用者とは本施設の利用者（利用料金を支払い、また
は利用料金の免除を受けて本施設を利用する者）を
いいます。

114 事業契約書 40 101条 1

当該第三者への損害賠償請求をしたにもかかわら
ず、第三者が賠償しない場合には、当該リスクは事
業者側だけではコントロールできないことから貴市に
も協議に応じていただけるものとの認識でよろしいで
しょうか。

協議に応じるかどうかは、事業契約の規定及び具体
的な状況に基づき判断します。

115
第101条　第三者の責めに帰す
べき事由による本施設の損害

40 101 第4項

本施設の損傷が利用者によって生じたものであると
き、その損傷を補修する費用の負担を事業者とする
理由をご教示ください。

事業者は本施設の指定管理者であり、相応の責任
を負担してもらうためです。

116
第101条　第三者の責めに帰す
べき事由による本施設の損害

40 101 第4項
利用者による本施設の損傷については、利用者の
費用負担で補修するとの理解でよろしいでしょうか。

事業契約書（案）に関する質問No.115の回答を参照
してください。

117
第101条　第三者の責めに帰す
べき事由による本施設の損害

40 101 第4項

施設の損傷の原因者が不明な場合は、全て第三者
による損傷とし、補修費用は発注者負担との理解で
よろしいでしょうか。

施設の損傷の原因者が利用者でないことが明確と
なった場合には、ご理解のとおりです。

118
第三者の責めに帰すべき事由に
よる本施設の損害

40 101 1
末尾に誤字（句点重複）ありです。 修正します。

119
第三者の責めに帰すべき事由に
よる本施設の損害

40 101 4

本施設の損害が利用者によって生じたものである場
合も、費用は発注者さまにてご負担頂きたく存じま
す。

原案のとおりとします。事業契約書（案）に関する質
問No.115の回答を参照してください。

120 事業契約書 40 101条 4

利用者によって生じた損害で、事業者側に帰責事由
がない場合には、このようなリスクは事業者側だけで
はこのトロールできないので貴市にも協議に応じてい
ただけるとの認識でよろしいでしょうか。

原案の通りとします。

121 遅延損害金 42 108
遅延利息の計算根拠となる福岡市契約事務規則の
定める率とは、何％でしょうか。

事業契約書（案）に関する質問No.50の回答を参照し
てください。

122 公租公課の負担 41 105

発注者はサービス購入費に係る租税以外一切負担
しないとのことですが、予測不可能な新たな公租公
課負担が事業者に発生した場合、その負担及び支
払方法につき協議ができる形として頂きたく。

発注者は、サービス購入費にかかる租税以外一切
負担しないわけではなく、事業契約第98条第1項各
号に該当する場合の増加費用を負担します。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

123 株主に関する誓約 44 112

本条の内容は基本協定書で定める内容であり、ま
た、事業者（SPC）は各株主の行為を強制する権利を
持ちませんので、削除願います。（基本協定書で規
定されている内容との認識です。）

原案のとおりとします。

124
別紙１　サービス購入費A-1につ
いて

47 3 (1) ①

提案書の様式4-3-7にて算出した交付金相当額（ア
＋イ＋ウ＋エ(税込））が、サービス購入費A-1となる
との理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

125
別紙１　サービス購入費A-1につ
いて

47 3 (1) ①

①何らかの理由で国から交付金が下りなかった場合
や減額された場合でも、サービス購入費A-1は提案
書様式4-3-7にて算出した金額が規定のスケジュー
ルにて事業者に支払われるとの理解でよろしいで
しょうか。
②仮に、支払われない場合(交付金の増減も含む）
は、金利・金融コストなどの事業者に発生する追加費
用については発注者にて負担いただけるとの理解で
よろしいでしょうか。

①についてご理解のとおりです。入札説明書に関す
る質問No.8の回答も参照してください。

126
別紙１　サービス購入費の算出
方法

47 3 (1) ① イ

柔剣道場の面積にはどこまで含まれるのでしょうか。
専用の更衣室やトイレや廊下も含まれるのでしょう
か。具体的な算出根拠をご教示ください。

対象施設は、柔・剣道場並びにこれに附属する管理
室、談話室等、更衣室、便所、用具室等です。

127
別紙１　サービス購入費の算出
方法

47 3 (1) ① ウ

弓道場の面積にはどこまで含まれるのでしょうか。専
用の更衣室やトイレや廊下も含まれるのでしょうか。
具体的な算出根拠をご教示ください。

対象施設は、弓道場並びにこれに附属する管理室、
談話室等、更衣室、用具室等です。

128 事業契約書 51 別紙1 5 (1) ①

施設整備の対価の物価変動に伴う改定について、
すべてサービス購入費A-2（割賦元本）に反映させる
とありますが、それに対応するサービス購入費A-3
（割賦金利）も連動して変更されるという理解で宜し
いでしょうか。

ご理解のとおりです。

129
別紙１　サービス購入費Aの改定
について

51 5 (1) ① ウ

着工前における改定において、サービス購入費Aが
増額された場合、それに伴う金利・金融コストなどの
事業者に発生する追加費用については発注者にて
負担いただけるとの理解でよろしいでしょうか。

合理的な費用については発注者が負担します。

130 サービス購入費Ａ-1の改定 51 5 (1) ① ウ

サービス購入料Ａの改定について、指標の基準日を
本施設着工日の属する指標値ではなく、入札日の属
する指標値としていただけないでしょうか。

原案のとおりとします。

131
金利変動に伴うサービス購入料
Ａ-3の改定

52 5 (1) ②

サービス購入料Ａ-３の改定について、３(1)②を参照
すると改定は無いと読めますが、その理解で宜しい
でしょうか。

サービス購入費A-3（割賦金利）については、本施設
引渡日の2営業日前にて基準金利部分の改定を行
います。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

132 別紙１　需要変動に伴う改定 53 5 (3) ② イ

改定額については、「各年度の収入の変動幅×
30%」とありますが、各年度の改定時期（手続きの時
期）について、具体的にお示し頂けますでしょうか。
またサービス購入費（C-1、C-2、C-４）は3ヶ月ごとの
支払いとなっておりますが、サービス購入費の改定
は各年度１回と理解されます。改定額は各回の支払
いにどのように反映されるのでしょうか。

平成N年度の収入実績額を基に算定した改定後の
サービス購入費は、平成（N+２）年度以降のサービス
購入費に適用することとします。

133 事業契約書 53 別紙1 5 (3) ① イ

物価改定の計算に用いるサービス購入費は税込の
金額でしょうか。また、毎年9月の指標により算出する
とありますが、確報値（11月公表）を使用して公表月
に計算するという理解でしょうか。指標は遡及改定さ
れる場合があるため、計算する時期を明確にして頂
けないでしょうか。

物価改定の計算に用いるサービス購入費は税込で
す。
毎年７月（９月公表）の指標により算定することに変更
します。

134 事業契約書 66 別紙3 1 (1) ③ オ

保険金額は建築、電気設備及び空調設備等の各建
設業務受託企業が付保する保険金額を合計して建
設工事費総額を満足すれば良いとの理解で宜しい
でしょうか。

ご理解のとおりです。

135
「提案時の料金収
入見込み額」の
見直し

54 5 (3) ② エ

提案時の利用料金見込額の見直しについて、利用
実績に基づき市と協議とありますが、見直す基準、根
拠地等をお示し下さい。

基準となる提案時収入見込額については、市又は事
業者からの申し出があり、その内容に相当の理由が
あると認められる場合は、供用開始後の5 年後に過
去の利用実績に基づき市と事業者との間で見直しの
ための協議を行うことができるものとします。

136
「提案時の料金収
入見込み額」の
見直し

54 5 (4)

光熱水費については、物価指標に伴う改訂を行い、
需要変動に伴う改訂は行わないとありますが、原発
事故後のｴﾈﾙｷﾞｰ原価高騰に伴う電力会社の政策
的値上げについては、それ以外の要素として特例措
置的救済はありますか。

物価指数に反映されるものと認識しています。

137 別紙１　需要変動に伴う改定 54 5 (4)

物価変動について改定を行うとありますが、電気料
金等の基本料金の値上げは対象とならないのでしょ
うか。今後もエネルギー問題は続くものと想定され、
15年間の動向を想定することは困難と思われます。
事業者としては大きなリスクとなるものと捉え、結果と
して過大なサービス対価を設定して入札することにな
るものと懸念します。

基本料金の値上げも、物価指数に反映されるものと
認識しています。

138
入札時提案の場合
におけるサービス
購入費の取り扱い

55 7 (1)

ﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂ料収入の全部または一部をサービス購
入費に反映させるとのことですが、事業期間中の変
動は可能でしょうか。

不可とします。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

139
入札時提案の場合におけるサー
ビス購入費の取り扱い

55 7 (1)

ネーミングライツ料収入を、貴市に請求するサービス
購入料のうちどのサービス購入料から減じるかは、事
業者の提案によることとして宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

140 経営管理に係る確認方法 61 2 (4) ① ⅴ

事業者が締結する契約又は覚書等の写しの提出期
限が、「契約又は覚書等の締結予定日又は変更予
定日の14日前まで   締結又は変更後14日以内」とあ
りますが、この趣旨は14日前及び事後14日以内の２
回提出するという意味でしょうか。念のため確認しま
す。

ご理解のとおりです。

141 経営管理に係る確認方法 61 2 (4) ① ⅴ

ここでいう「保険契約」とは、事前に提出する場合は
保険申込書の写しという理解でよろしいでしょうか。

保険については、事業契約書（案）において、別段
の定めをしておりますので、ここでは、「（保険契約を
含む）」を「（保険契約を含まない）」に修正します。

142 経営管理に係る確認方法 61 2 (4) ① ⅴ

ここでいう「保険契約」とは、事後に提出する場合は
付保証明など貴市が適当と認める書類という理解で
よろしいでしょうか。

事業契約書（案）に関する質問No.141の回答を参照
してください。

143 サービス購入費A2に係る減額 62 3 (1) ①

本施設の引渡し後、施設に瑕疵が無ければサービス
購入費A2は減額されないとの認識で宜しいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

144
別紙2　モニタリング及びサービ
ス対価の減額等

62 3 (1) ①

施設整備に係る要求水準の未達成による減額が、運
営・維持管理費の対価の減額にも及ぶ旨の記載が
ありますが、具体的にどのような場合に運営・維持管
理費の減額があるのでしょうか。要求水準未達の責
務の無い企業の対価を合わせて減額することは、事
業者側としては非常にリスクが大きいと感じていま
す。

施設整備に係る要求水準の未達成により、運営・維
持管理の業務量が減じる場合にその分を減額しま
す。

145
施設整備に係る要求水準の未
達成による減額

62 3 (1) ①

施設整備のモニタリングによる運営・維持管理の対
価をどのように減額するのか、具体的な算定方法を
お示し下さい。

事業契約書（案）に関する質問No.144の回答を参照
してください。

146
別紙2　モニタリング及びサービ
ス対価の減額等

62 3 (2) ①
罰則店との記載がありますが、罰則点との理解でよろ
しいでしょうか。

修正します。

147
減額算定及び罰則点付与のた
めの区分

62 3 (2) ②

サービス購入料の減額方法については、添付資料
の表内に記載のある支払区分に基づくとありますが、
仮にＣ-1に対する減額協議が行われている場合で
も、それ以外の業務において何ら問題が生じていな
ければ、他のサービス購入料は請求でき、且つ支払
われるとの理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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■事業契約書（案）に関する質問

頁 ﾛｰﾏ 数 (数) 数 ｶﾅ (ｶﾅ) 英字
回　　　答NO タイトル

該当箇所
質　　　問

148
要求水準を達成していないとさ
れる事象

63 3 (2) ③
経営管理の不備と見做される条件を、具体的にお示
し下さい。

「・経営管理の不備」を「（共通を参照）」に修正しま
す。

149
開業準備及び運営･維持管理業
務に係る保険

67 2 2-1 ①

貴市は賠償責任保険に加入を予定されていますが、
貴市が所有する本施設の建物・設備に対して、貴市
は共済等火災保険に類似する共済・保険に加入さ
れますか。加入される場合の共済・保険内容につい
てご教示ください。

公益財団法人 全国市有物件災害共済会の相互救
済事業（建物総合損害共済事業）に加入します。

150 保証書の様式 73 5 2

事業者の債務が終了又は消滅した場合には本保証
書の効果は終了するとありますが、具体的にはいつ
の時点を指しておられますでしょうか。

瑕疵担保期間の終了をもってこの保証も終了しま
す。ただし、瑕疵担保期間の終了時において瑕疵補
修が継続している場合は、当該瑕疵補修の完了を
持ってこの保証も終了します。

151 定期借地権設定契約書 75 8 (1)
月あたりの賃料算定の基準となる売上げには自主事
業も含まれるのでしょうか。

自由提案施設において実施する付帯事業ごとにの
月額売り上げに基づいて貸付料を算定します。

152 保証金の納付 75 5
「入札時に提案した１ヶ月あたりの売上高」とは、具体
的にどのように算定するのかお示し下さい。

提案書類に記載してください。

153 売上報告書の提出 75 9

3ヶ月の売上計上を翌月5日までに提出することは、
現実的に厳しいと思料します。2週間程度の余裕を
頂くことは出来ませんでしょうか。

「翌月5日まで」を「翌月15日まで」に修正します。

154 契約の保証解除 77 19

要求水準書（案）に関する質疑回答Ｎo.69で貴市が
やむを得ないと認めた場合は協議に応じますとの回
答を頂いておりますため、事業者側の事情に基づく
解除規定を追記頂きたく存じます。

事業契約書（案）に関する質問No.78の回答を参照し
てください。

155 保証金の納付 80 5
「入札時に提案した１ヶ月あたりの売上高」とは、具体
的にどのように算定するのかお示し下さい。

提案書類に記載してください。

156 契約の解除 83 20

要求水準書（案）に関する質疑回答Ｎo.69で貴市が
やむを得ないと認めた場合は協議に応じますとの回
答を頂いておりますため、事業者側の事情に基づく
解除規定を追記頂きたく存じます。

事業契約書（案）に関する質問No.78の回答を参照し
てください。
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